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原子力施設の非管理区域における資材等は、「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に

係るフォールアウトによる原子力施設における資材等の安全規制上の取扱について」（経済産業

省、平成 24･03･26 原院第 10 号、平成 24 年 3 月 30 日）に示されている判断基準（年間 10 マイク

ロシーベルト）以下であれば、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137 号）

等の関係法令などに従って、適切に処分すること又は資源として有効活用することができる。 
本報告では、非管理区域における資材等を適切に処分又は資源として有効活用するため、「放

射線障害防止法に規定するクリアランスレベルについて」（文部科学省放射線安全規制検討会、

平成 22 年 11 月、平成 24 年 3 月一部訂正）、や「原子炉施設及び核燃料使用施設の解体等に伴っ

て発生するもののうち放射性物質として取り扱う必要のないものの放射能濃度について」（原子

力安全委員会、平成 16 年、平成 17 年一部訂正及び修正）を参照し、年間 10 マイクロシーベルト

の線量に相当する資材等中の放射能濃度を一例として試算した結果を提示した。 
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Materials, etc. in a non-controlled area is, if the criteria (10 microsieverts per year) listed below that in 

"A guideline regarding treatment of materials in nuclear facilities considering the influence of fallout 
released from the accident of TEPCO's Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Station" (March 30, 2012), that 
in accordance with relevant laws and regulations, such as "Waste Disposal and Cleaning Act" (Act No. 137 
of 1970), effective use as a resource or be properly disposed of is required. 

In this paper, in order to effectively use as resources or properly disposed of the materials, etc. in a 
non-controlled area, radioactivity concentration of materials, etc. in you see " For clearance level specified 
in Radiation Hazards Prevention Law" and "Radionuclide Concentrations for Materials not Requiring 
Treatment as Radioactive Wastes Generated from Dismantling etc. of Reactor Facilities and Nuclear Fuel 
Use Facilities (in Japanese), NSC Japan, 2005." corresponds to the dose of the above criteria the presented 
results have been estimated as an example. 
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1. はじめに 
 
従来、原子力関連施設の非管理区域における資材は、放射性物質により汚染されていないこと

が明らかなため、一般の産業廃棄物として扱うことが可能であったが、福島第一原子力発電所の

事故以後、福島第一原子力発電所の事故起源のフォールアウトによる影響について、経済産業省

原子力安全・保安院からの指示文書「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に係るフォー

ルアウトによる原子力施設における資材等の安全規制上の取扱いについて」（経済産業省原子力

安全・保安院、平成 24･03･26 原院第 10 号、平成 24 年 3 月 30 日）1)では、放射性廃棄物でない廃

棄物（以下、「NR」という。）と確認された資材等及び非管理区域における資材等を廃棄する際

にフォールアウトの影響の有無を判断した後に一般の産業廃棄物として扱うことが可能となる。 
フォールアウトの影響の有無の判断については、「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事

故の影響を受けた廃棄物の処理処分等に関する安全確保の当面の考え方について」（原子力安全

委員会、平成 23 年 6 月 3 日）2)において、「今回の事故の影響を受けた廃棄物の一部は、再利用

に供することが考えられる。これらを再利用して生産された製品は、市場に流通する前にクリア

ランスレベルの設定に用いた基準（年間 10 マイクロシーベルト）以下になるように、放射性物質

の濃度が適切に管理されていることを確認する必要がある。」とあり、NR や非管理区域における

資材等が判断基準年間 10 マイクロシーベルト以下であることの確認が求められている。 
一方、原子力関連施設からの資材に対し、フォールアウト影響の有無の判断基準である年間 10

マイクロシーベルトとなる濃度（以下、基準線量相当濃度）を定めるには、一般公衆や処理・処

分等に係る作業者の被ばく経路を評価することによる計算が必要である。本報告は、判断基準以

下と確認された原子力関連施設の非管理区域における資材等が一般の産業廃棄物として処分され

た場合を想定し、「放射線障害防止法に規定するクリアランスレベルについて」（文部科学省放

射線安全規制検討会、平成 22 年 11 月、平成 24 年 3 月一部訂正）3)（以下、「RI クリアランス」

という。）、及び「原子炉施設及び核燃料使用施設の解体等に伴って発生するもののうち放射性

物質として取り扱う必要のないものの放射能濃度について」（原子力安全委員会、平成 16 年 12
月 16 日、平成 17 年 3 月 17 日一部訂正及び修正）4)（以下、「原子炉等クリアランス」という。）

を参考にした評価経路を用いて、原子力関連施設からの資材等における基準線量相当の核種毎の

濃度（Bq/g）を試算した結果についてまとめたものである。 
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2. 基準線量相当濃度試算の基本的考え方及び試算方法 
 
2.1 基準線量相当濃度試算の基本的考え方 

 
基準線量相当濃度の試算は、「RI クリアランス」及び「原子炉等クリアランス」での検討で示

された評価シナリオ、評価パラメータ、計算式を基本として実施した。ただし、非管理区域にお

ける資材等の発生者と同一エリア内で処理・処分することを前提に評価シナリオ、評価パラメー

タ、計算式を設定した。なお、環境省第３回災害廃棄物安全評価検討会の資料３「災害廃棄物の

放射能濃度の推定方法について」（平成 23 年 6 月 19 日）5)によれば、災害廃棄物を対象にしたス

ミアサンプルによる測定の結果 Cs-134（2.06 年）、Cs-137（30.0 年）及び I-131（8.04 日）の他に

Te-129m（33.6 日）が検出されているが、I-131 と Te-129m の半減期がそれぞれ 1 年未満であり年

間の平均的な被ばく評価を行う観点から大きな影響はないとされていること、すでに事故発生か

ら 1 年以上経過していることから、評価対象核種は Cs-134 と Cs-137 の 2 核種とした。 
基準線量相当濃度は、評価シナリオの評価経路毎に設定した評価パラメータおよび計算式を用

いて単位濃度あたりの被ばく線量を算出し、基準線量との比から求める。求めた基準線量相当濃

度のうち、最小値となる濃度以下とすることで、どの評価経路においても基準線量を下回るよう

管理することが可能である。この濃度が最小値となる評価経路を決定経路という。 
基準線量は、１章で述べたように年間あたり 10 マイクロシーベルトとした。ただし、皮膚被ば

く経路については、「RI クリアランス」や「原子炉等クリアランス」と同様に、経済産業省の「実

用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量限度等を定める告示」（平成 13
年 3 月 21 日）6)に基づき基準線量を年間あたり 50 ミリシーベルトとした。 

 
2.2 評価シナリオ及び評価経路 

 
本報告では、当面の検討に必要となるコンクリートを埋設処分することを想定した評価シナリ

オ（埋設処分シナリオ）を設定した。なお、将来的に検討が必要となる金属の再利用やコンクリ

ートの再利用、可燃物の処理を想定したシナリオ（再利用シナリオ、焼却処理シナリオ）を参考

として設定した。 
評価経路は、「RI クリアランス」及び「原子炉等クリアランス」と同様に Fig.1～Fig.3 に示す

ような、他の経路と比較して線量が十分小さいと判断される経路を除外するといった以下のよう

な検討を行い、Table 1 から Table 3 に示す評価経路を設定した。 
埋設処分シナリオの評価経路は、埋設処分場における操業作業者を対象とした経路や処分場閉

鎖後の建設作業者及び居住者を対象とした経路、地下水移行による農耕・牧畜作業者を対象とし

た経路や飲料水及び農畜水産物の摂取者を対象とした経路を設定した。なお、河川移行や海面埋

立に係る経路、再利用シナリオにおける飲料水缶や水道管の経路は「原子炉等クリアランス」に

おいて対象者に起因して現実的に起こり得ると想定されている全ての評価経路を考慮した上で、

他の経路と比較して線量が十分小さいと判断（決定経路との線量比で 0.01 以下）された経路であ

り、本報告においても評価経路から除外した。 
再利用シナリオの評価経路は、日常時における消費者を対象とした経路、日常時における公衆

を対象とした経路、就業時における作業者、消費者及び利用者を対象とした経路を設定した。な
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お、ここでは再使用可能な金属の資材等は想定しないこととし、再使用経路は評価経路から除外

した。 
焼却処理シナリオは、可燃物の取り扱い作業者や焼却炉作業者を対象とした経路、焼却炉周辺

の公衆を対象とした経路、溶融炉の取り扱い作業者や溶融炉作業者を対象とした経路、溶融炉周

辺の公衆を対象とした経路、溶融固化物の取り扱い作業者や溶融固化物の再利用に伴う作業者及

び公衆を対象とした経路を設定した。なお、埋設処分や跡地利用に係る経路など他のシナリオの

評価経路に包含される経路は評価経路から除外した。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.1 埋設処分される場合の評価経路 
 

埋設処分場 

住 居 

搬 出 
・原子力施設の非管理区

域における資材等 
（コンクリート） 

【搬出判断】 

地下水移行 井戸水利用 

河川移行 河川利用 

海面埋立 

・積み下ろし作業者(1,2,3,4) 
・運搬作業者(5) 
・埋立作業者(6,7,8,9) 

・井戸水飲用者(27,28)＊ 
・農耕作業者(灌漑水)(29,30) 
・牧畜作業者(灌漑水)(31,32) 
・農作物摂取者(灌漑水)(33,34)＊ 
・畜産物摂取者(灌漑水)(35,36)＊ 
・畜産物摂取者(飼育水)(37,38)＊ 
・淡水魚摂取者(養殖水)(39,40)＊ 

・H-3 飛散埋立作業者 
・H-3 飛散周辺居住者 

・居住者(14,15,16,17,18)＊ 
・農耕作業者(19,20) 
・牧畜作業者(21,22) 
・農作物摂取者(23,24)＊ 
・畜産物摂取者(25,26)＊ 

・漁労作業者 
・遊泳者 
・河川産物摂取者 
・河川岸活動者 
・漁網取扱作業者 

・塩摂取者 
・漁労作業者 
・遊泳者 
・海産物摂取者 
・海岸活動者 
・風送塩摂取者 
・漁網取扱作業者 

建設作業 

操 業 

・建設作業者
(10,11,12,13) 

跡地利用 

 ( )内は Table 1 の評価経路 No.を示す。   ＊子どもについても評価する経路 
 

※網掛けは、「原子炉施設及び核燃料施設の解体等に伴って発生するもののうち放射性物質として取り扱う必要のないもの

の放射能濃度について」報告書において、対象物に起因して現実的に起こり得ると想定される全ての評価経路を考慮した上

で、他の経路と比較して線量が十分小さいと判断された経路であり、今回の検討においても除く評価経路を示す。 
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※網掛けは、「原子炉施設及び核燃料施設の解体等に伴って発生するもののうち放射性物質として取り扱う必要のないもの

の放射能濃度について」報告書において、対象物に起因して現実的に起こり得ると想定される全ての評価経路を考慮した上

で、他の経路と比較して線量が十分小さいと判断された経路であり、今回の検討においても除く評価経路を示す。 

＊網掛けの経路は、埋設処分の評価経路に包含される。 
＊網掛けの被ばく対象者は、他の経路やシナリオに包含される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.2 再利用・再使用される場合の評価経路 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.3 焼却処理の評価経路 

金属再利用処理 
搬 出 

・原子力施設の非管

理区域における資材

等（コンクリート、

金属） 

【搬出判断】 
・周辺居住者

(5,6,7,8) 

・ｽｸﾗｯﾌﾟ輸送積み下ろし作業者 
(15,16,17,18) 

・ｽｸﾗｯﾌﾟ輸送運搬作業者(19) 
・ｽｸﾗｯﾌﾟ前処理作業者 

(20,21,22,23) 
・溶融・鋳造作業者(24,25,26) 
・スラグ作業者(27,28,29) 
・加工作業者(30,31,32,33) 

金属（再利用） 

・再処理作業者(40,41,42,43) 

・周辺居住者
(11,12,13,14) 

 ( )内は Table 2 の評価経路 No.を示す。 

ｺﾝｸﾘｰﾄ再利用処理 

金属再使用 

消費材 

建築材 

建築材 

就業時 

日常時 

就業時 

日常時 

就業時 

日常時 

就業時 

[乗り物] 
・ﾄﾗｯｸ(34) 
・ｵｰﾄﾊﾞｲ(35) 
・船舶(36) 
[事務用品] 
・机(37) 
[工作機械] 
・NC 旋盤(38) 

[家電製品] 
・冷蔵庫(1) 
[家庭用品] 
・ﾍﾞｯﾄﾞ(2) 
・ﾌﾗｲﾊﾟﾝ(3) 
・飲料水缶 

・駐車場（ｽﾗｸﾞ）(39) 

[構造材] 
・鉄筋(4) 
[上下水道] 
・水道管 

・駐車場(44) 

・壁材等(9,10) 

・電源 

コンクリート 
（再利用） 

・原子力施設の

非管理区域にお

ける資材等 
（コンクリート） 

【搬出判断】 

大気中への飛散 
・積み下ろし作業者(1,2,3,4) 
・運搬作業者(5) 
・沿道住民 

・井戸水飲用者 
・灌漑水利用農耕作業者 
・灌漑水利用農産物摂取者 
・灌漑水利用畜産物摂取者 
・飼育水利用畜産物摂取者 
・養殖水利用水産物摂取者 

焼却灰等 

溶融処理施設の運転 

【搬出判断】 
現状では、可燃性等の搬
出の判断方法に課題があ
ることから、可燃物を焼
却処理施設で焼却した後
に焼却灰を搬出すること
を念頭においた検討も行
う。 

焼却処理施設の運転 

溶融固化物 

埋設処分場 

 
・溶融固化作業者 
・補修作業者(29,30,31,32) 

・積み下ろし作業者(43) 
・運搬作業者(44) 
・沿道住民 
・埋立作業者 

地下水移行 井戸水利用 

・積み下ろし作業者 
・運搬作業者 
・沿道住民 

・運転作業者 
・補修作業者(6,7,8,9) 

・積み下ろし作業者(20,21,22,23) 
・運搬作業者(24) 
・沿道住民 
・埋立作業者(25,26,27,28) 

・周辺居住者(10,11,12,13,14,15) 
・農作物摂取者(16,17) 
・畜産物摂取者(18,19) 

跡地利用 建設作業 利用 

大気中への飛散 

・周辺居住者(33,34,35,36,37,38) 
・農作物摂取者(39,40) 
・畜産物摂取者(41,42) 

・農耕作業者 
・農産物摂取者 
・畜産物摂取者 ・建設作業者 ・居住者 

・溶融固化物再利用者(45,46) 

再利用 
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Table 1 埋設処分に係る評価経路 

No. 評価対象 被ばく線源 対象者 被ばく 
形態 

1 

操業 

積み下ろし作業 
廃棄物 

作業者 

外部 
2 粉塵吸入 

3 直接経口 
4 皮膚 
5 運搬作業 作業者 外部 
6 

埋立作業 廃棄物 作業者 

外部 
7 粉塵吸入 

8 直接経口 
9 皮膚 
10 

跡地 
利用 

建設作業 

廃棄物・覆土 
混合土壌 

作業者 

外部 
11 粉塵吸入 

12 直接経口 
13 皮膚 
14 

居住 

公衆（成人） 
外部 

15 粉塵吸入 

16 

公衆（子ども） 

外部 
17 粉塵吸入 
18 直接経口 
19 

農耕作業 作業者 
外部 

20 粉塵吸入 
21 

牧畜作業 作業者 
外部 

22 粉塵吸入 
23 農作物 

摂取 
跡地で生産された 

農作物 
公衆（成人） 経口 

24 公衆（子ども） 経口 

25 畜産物 
摂取 

跡地で生産された 
畜産物 

公衆（成人） 経口 
26 公衆（子ども） 経口 
27 

地下水 
移行 

飲料水 
摂取 井戸水 

公衆（成人） 経口 
28 公衆（子ども） 経口 

29 
農耕作業 

井戸水で 
灌漑した土壌 

作業者 
外部 

30 粉塵吸入 
31 

牧畜作業 作業者 
外部 

32 粉塵吸入 

33 
農作物摂取 灌漑した土壌で 

生産された農作物 
公衆（成人） 経口 

34 公衆（子ども） 経口 
35 畜産物 

摂取 
灌漑した土壌で 

生産された畜産物 
公衆（成人） 経口 

36 公衆（子ども） 経口 

37 畜産物 
摂取 

井戸水で飼育 
された畜産物 

公衆（成人） 経口 
38 公衆（子ども） 経口 
39 養殖淡水産物 

摂取 
井戸水で養殖 
された淡水産物 

公衆（成人） 経口 
40 公衆（子ども） 経口 
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Table 2 再利用に係る評価経路（１／２） 

No. 評価対象 再利用形態 再利用品／ 
処理作業 対象者 被ばく 

形態 
1 

日常時 金属再利用 
用途 

冷蔵庫 

消費者 

外部 
2 ベッド 外部 

3 フライパン 経口 
4 鉄筋 外部 
5 

日常時 

金属再利用 
処理 

スクラップ 
作業場 

周辺居住 

公衆（成人） 
粉塵吸入 

6 経口（農作物） 
7 

公衆（子ども） 
粉塵吸入 

8 経口（農作物） 
9 コンクリート 

再利用用途 壁材等 
公衆（成人） 外部 

10 公衆（子ども） 外部 
11 

コンクリート 
再利用処理 

スクラップ 
作業場 

周辺居住 

公衆（成人） 
粉塵吸入 

12 経口（農作物） 
13 

公衆（子ども） 
粉塵吸入 

14 経口（農作物） 
15 

就業時 

金属再利用 
処理 

積み下ろし作業 作業者 

外部 

16 粉塵吸入 
17 直接経口 
18 皮膚 
19 運搬作業 作業者 外部 

20 

金属再利用 
処理 

前処理作業 作業者 

外部 
21 粉塵吸入 
22 直接経口 
23 皮膚 

24 

溶融・鋳造作業 作業者 

外部 

25 直接経口 
26 皮膚 
27 

スラグ処理作業 作業者 

粉塵吸入 
28 直接経口 

29 皮膚 
30 

加工作業 作業者 

外部 
31 粉塵吸入 
32 直接経口 

33 皮膚 
34 

金属再利用 
用途 

トラック 

消費者 

外部 
35 オートバイ 外部 
36 船舶 外部 

37 机 外部 
38 NC 旋盤 外部 
39 スラグ駐車場 利用者 外部 
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Table 2 再利用に係る評価経路（２／２） 

No. 評価対象 再利用形態 再利用品／ 
処理作業 対象者 被ばく 

形態 
40 

 

コンクリート 
再利用処理 

コンクリート 
処理作業 作業者 

外部 
41 粉塵吸入 

42 直接経口 
43 皮膚 

44 コンクリート 
再利用用途 駐車場 利用者 外部 

 
 
 

Table 3 焼却処理に係る評価経路（１／２） 

No. 評価対象 線源物質 対象者 被ばく 
形態 

1 

可燃物の 
取り扱い 

積み下ろし 
作業 可燃物 

作業者 

外部 

2 粉塵吸入 
3 直接経口 
4 皮膚 
5 運搬作業 作業者 外部 

6 

焼却炉 
作業 

焼却炉補修 
作業 

焼却炉内の 
焼却灰 作業者 

外部 
7 粉塵吸入 
8 直接経口 
9 皮膚 

10 

焼却炉 
周辺 

周辺居住 

焼却炉から 
放出された粉塵 

公衆（成人） 
外部 

11 粉塵吸入 
12 

公衆（子ども） 
外部 

13 粉塵吸入 

14 
粉塵が沈着した土壌 

公衆（成人） 外部 

15 公衆（子ども） 外部 
16 

農作物摂取 粉塵が沈着した土壌で 
生産された農作物 

公衆（成人） 経口 
17 公衆（子ども） 経口 
18 

畜産物摂取 粉塵が沈着した土壌で 
生産された畜産物 

公衆（成人） 経口 

19 公衆（子ども） 経口 
20 

焼却灰の 
取り扱い 

積み下ろし 
作業 

焼却灰 作業者 

外部 
21 粉塵吸入 
22 直接経口 

23 皮膚 
24 運搬作業 外部 
25 

埋立作業 

外部 
26 粉塵吸入 

27 直接経口 
28 皮膚 
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Table 3 焼却処理に係る評価経路（２／２） 

No. 評価対象 線源物質 対象者 被ばく 
形態 

29 

溶融炉 
作業 

溶融炉補修 
作業 

溶融炉内の 
溶融固化物 作業者 

外部 
30 粉塵吸入 

31 直接経口 
32 皮膚 
33 

溶融炉 
周辺 

周辺居住 

溶融炉から 
放出された粉塵 

公衆（成人） 
外部 

34 粉塵吸入 
35 

公衆（子ども） 
外部 

36 粉塵吸入 
37 

粉塵が沈着した土壌 
公衆（成人） 外部 

38 公衆（子ども） 外部 
39 

農作物摂取 粉塵が沈着した土壌で 
生産された農作物 

公衆（成人） 経口 

40 公衆（子ども） 経口 
41 

畜産物摂取 粉塵が沈着した土壌で 
生産された畜産物 

公衆（成人） 経口 
42 公衆（子ども） 経口 

43 溶融固化物の

取り扱い 

積み下ろし 
作業 溶融固化物 

作業者 外部 

44 運搬作業 作業者 外部 

45 溶融固化物の

再利用 
駐車場 駐車場 作業者 外部 

46 壁材等 壁材等 公衆（成人） 外部 

 
 
 
2.3 評価モデルの概要 

 
評価経路の計算式は、「RI クリアランス」及び「原子炉等クリアランス」を参照して設定（Appendix-I 参

照）した。 
 

2.4 非管理区域における資材等の性状に応じて設定したパラメータ 
 

計算に使用するパラメータについては、「RI クリアランス」の検討における設定を基本の値と

し、これに RI 汚染物発生箇所及び物量を指定した場合に必要となるパラメータ変更箇所を検討し、

計算結果に反映する。 
非管理区域における資材等の性状に応じて設定したパラメータを、評価シナリオ毎に Table 4

から Table 7 に示す。 
これらのパラメータは、年間あたりの廃棄物量 2,200 トン（コンクリートの年間最大物量）を、

「放射線障害防止法に規定するクリアランスレベルについて」で検討された最大規模の 200m×

200m×10mの廃棄物処分場に 10 年間埋設する（22,000 トン）と想定して設定したものである。 
評価パラメータの一覧を Appendix-II に示す。 
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Table 4 非管理区域における資材等の性状に応じて設定したパラメータ 

（埋設処分シナリオのパラメータ） 

パラメータ 単位 設定値 選定値根拠

埋設シナリオ共通

混合率 - 1 非管理区域の廃棄物であり混合は想定できないため1に設定した。

積込作業関連パラメータ

年間作業時間 h/y 180

国土交通省土木工事積算基準に示された標準作業量を参考に1日当
たりの作業量を100ton、1日8時間労働として、対象物量に応じて以下
の通り計算し、その結果を丸めて選定した。
2,200(ton/y)÷100(ton/d)×8(h/d)＝176=>180(h/y)

運搬作業関連パラメータ

年間作業時間 h/y 180

国土交通省土木工事積算基準に示された標準作業量を参考に1日当
たりの作業量を100ton、1日8時間労働として、対象物量に応じて以下
の通り計算し、その結果を丸めて選定した。
2,200(ton/y)÷100(ton/d)×8(h/d)＝176=>180(h/y)

埋立作業関連パラメータ

年間作業時間 h/y 60

国土交通省土木工事積算基準に示された標準作業量を参考に1日当
たりの作業量を100ton、1日8時間労働、調査した施設の年間埋設量
から算出した１日当たりの作業量460tonのため約３割が非管理区域
から発生した廃棄物の側で作業するものとして、対象物量に応じて以
下の通り計算し、その結果を丸めて選定した。
2,200(ton/y)÷100(ton/d)×8(h/d)×0.3＝52.8=>60(h/y)

跡地利用、地下水移行共通パラメータ

廃棄物の総量 ton 22000
コンクリートの年間最大物量（2200トン）を10年間搬出するとして設定し
た。

処分場幅 m 200

処分場長さ m 200

処分場深さ m 10

調査した施設では埋立容量が約240万m3であり、埋立面積9.8haか
ら、処分場深さが25m、埋立面積を正方形と仮定すると埋設処分場の
大きさは310m×310mと想定される。
また、多重遮水構造であることから地下水移行の影響は小さいと考え
られる。
このため、「放射線障害防止法に規定するクリアランスレベルについ
て」で検討された最大規模の200m×200m×10mを設定した。
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Table 5 非管理区域における資材等の性状に応じて設定したパラメータ 

（再利用シナリオのパラメータ） 

パラメータ 単位 設定値 選定値根拠

金属再利用処理（積み下ろし作業）関連パラメータ

再利用される金属中の非管
理区域対象物割合

- 1 非管理区域の廃棄物であり混合は想定できないため1に設定した。

年間作業時間 h/y 130

調査した施設での施設概要によれば、溶融処理施設の規模として
145ton/日とある。金属の物量2,200tonについて以下の通り計算
し、その結果を丸めて選定した。
2200(ton/y)÷145(ton/d)×8(h/d)＝121=>130(h/y)

金属再利用処理（運搬）関連パラメータ

再利用される金属中の非管
理区域対象物割合

- 1 非管理区域の廃棄物であり混合は想定できないため1に設定した。

年間作業時間 h/y 130

調査した施設での施設概要によれば、溶融処理施設の規模として
145ton/日とある。金属の物量2,200tonについて以下の通り計算
し、その結果を丸めて選定した。
2200(ton/y)÷145(ton/d)×8(h/d)＝121=>130(h/y)

金属再利用処理（前処理作業、溶融・鋳造）関連パラメータ

再利用される金属中の非管
理区域対象物割合

- 0.1

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23の年間処理量の
平均は30,000tonとなるため、以下の通り計算し、その結果を丸め
て選定した。
金属の物量2200ton÷30000ton＝0.073=>0.1

金属再利用処理（スラグ作業）関連パラメータ

再利用される金属中の非管
理区域対象物割合

- 0.1

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23の年間処理量の
平均は30,000tonとなるため、以下の通り計算し、その結果を丸め
て選定した。
金属の物量2200ton÷30000ton＝0.073=>0.1

金属再利用処理（製品加工作業）関連パラメータ

再利用される金属中の非管
理区域対象物割合

- 0.1

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23の年間処理量の
平均は30,000tonとなるため、以下の通り計算し、その結果を丸め
て選定した。
金属の物量2200ton÷30000ton＝0.073=>0.1

金属再利用用途に係るパラメータ

再利用される金属中の非管
理区域対象物割合

- 0.1

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23の年間処理量の
平均は30,000tonとなるため、以下の通り計算し、その結果を丸め
て選定した。
金属の物量2200ton÷30000ton＝0.073=>0.1

コンクリート再利用処理関連パラメータ

再利用されるコンクリート中の
非管理区域対象物割合

- 0.1

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23の年間処理量の
平均は30,000tonとなるため、以下の通り計算し、その結果を丸め
て選定した。
コンクリートの物量2200ton÷30000ton＝0.073=>0.1
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Table 6 非管理区域における資材等の性状に応じて設定したパラメータ 

（焼却処理シナリオ（可燃物）のパラメータ） 

パラメータ 単位 設定値 選定値根拠

可燃物等の運搬（積み下ろし作業）関連パラメータ

年間作業時間 h/y 220

23区部の清掃車車種別積載基準値によれば、8m3、4ton車の可燃ごみの
積載基準値は2.4～2.7tonとなっている。今後は、運搬効率を改善する観
点から車両の大型化（10ton車クラス）が図られるので、積載基準値を基に
保守的に5tonに設定した。
「廃棄物ハンドブック」の収集作業現場での作業時間の例である20分か
ら、余裕を見て一日30分作業するとした。
可燃物の発生量2,200tonについて以下の通り計算し、その結果を丸めて
選定した。
2,200（ton/y）÷5（ton/day）×0.5（h/day）＝220（h/y）
なお、調査した運送会社では通常8ton車を運用している。

可燃物等の運搬（運搬作業）関連パラメータ

年間作業時間 h/y 700

23区部の清掃車車種別積載基準値によれば、8m3、4ton車の可燃ごみの
積載基準値は2.4～2.7tonとなっている。今後は、運搬効率を改善する観
点から車両の大型化（10ton車クラス）が図られるので、積載基準値を基に
保守的に5tonに設定した。
発生施設から調査した施設までの直線距離26.5kmから30km、収集車の
運搬速度20km/hから、一回あたりの輸送時間は1.5時間となる。
可燃物の発生量2,200tonについて以下の通り計算し、その結果を丸めて
選定した。
2,200（ton/y）÷5（ton/day）×1.5（h/day）＝660（h/y）＝>700（h/y）

焼却処理施設の運転作業に関するパラメータ

1年間に焼却処理される非管
理区域対象物の重量

kg 2.2E+06 可燃物の発生量2,200tonより設定した。

焼却炉での他の廃棄物との
混合割合

- 0.1

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23の年間処理量の平均は
30,000tonとなる。
可燃物の発生量2,200tonについて以下の通り計算し、その結果を丸めて
選定した。
2,200(ton/y)÷30,000(ton/y)＝0.073＝>0.1

焼却処理施設の運転作業（大気中への飛散）、焼却灰溶融処理施設の運転作業（大気中への飛散）に関するパラメータ

焼却炉での他の廃棄物との
混合割合

- 0.1

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23の年間処理量の平均は
30,000tonとなる。
可燃物の発生量2,200tonについて以下の通り計算し、その結果を丸めて
選定した。
2,200(ton/y)÷30,000(ton/y)＝0.073＝>0.1  
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Table 7 非管理区域における資材等の性状に応じて設定したパラメータ 

（焼却処理シナリオ（焼却灰）のパラメータ） 

パラメータ 単位 設定値 選定値根拠

年間作業時間（焼却灰の積
み下ろし作業）

h/y 7

年間作業時間（焼却灰の運
搬作業）

h/y 7

年間作業時間（焼却灰の埋
立作業）

h/y 7

焼却炉での他の焼却灰との
混合割合

- 0.1
調査した施設での処理実績によれば、H17～H23の年間処理量の平均は
30,000tonで減重比10を考慮すると焼却灰は年間3,000tonとなる。
220(ton/y)÷3,000(ton/y)＝0.073＝>0.01

調査した施設での施設概要によれば、溶融処理施設の規模として145
ton/日が記されている。1日当たりの作業量を145ton、1日8時間労働、う
ち半分の時間を非管理区域から発生した廃棄物の側で作業するものとし
て、対象物量220ton（可燃物の発生量2,200ton、減重比10）に応じて以下
の通り計算し、その結果を丸めて選定した。
220(ton/y)÷145(ton/d)×8(h/d)×0.5＝6.06＝>7(h/y)
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3. 基準線量相当濃度の試算結果 
 

3.1 「RI クリアランス」の再現計算結果 
 

試算の前に、2.3 節で設定した計算式により妥当な結果が得られるかを確認するため、「RI ク

リアランス」で検討している RI 汚染物に対する一括クリアランスを想定した場合の計算条件によ

り基準線量相当濃度の再現計算を行った。 
埋設処分シナリオ、再利用シナリオ及び焼却シナリオそれぞれの再現計算結果を Table 8 から

Table 12 に示す。再現計算結果では、埋設処分シナリオで埋立作業者の外部被ばく経路、コンク

リートの再利用シナリオで壁材からの外部被ばく（子ども）経路、金属の再利用シナリオでスラ

グ再利用駐車場での外部被ばく経路、可燃物の焼却処理シナリオで可燃物運搬作業者の外部被ば

く経路（Cs-134）と溶融固化物再利用壁材からの外部被ばく経路（Cs-137）、焼却灰の焼却処理

シナリオで溶融固化物再利用壁材からの外部被ばく経路が決定経路となり、「RI クリアランス」

の検討での決定経路と同一となった。Table 13 に示したように、再現計算結果と「RI クリアラン

ス」の検討での結果を比較した結果が一致することから、2.3 節で設定した計算式を用いた計算は

妥当な結果が得られることを確認した。 
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Table 8 埋設処分シナリオの基準線量相当濃度の再現計算結果 

Cs-134 Cs-137
1 積み下ろし作業者外部 2.4E+00 5.7E+00
2 積み下ろし作業者吸入 5.1E+03 6.3E+03
3 積み下ろし作業者直接経口摂取 3.1E+02 3.9E+02
5 運搬作業者外部 1.1E+00 2.6E+00
6 埋立作業者外部 6.3E-01 1.5E+00
7 埋立作業者吸入 5.1E+03 6.3E+03
8 埋立作業者直接経口摂取 3.1E+02 3.9E+02

10 建設作業者外部 2.3E+02 2.4E+01
11 建設作業者吸入 2.4E+06 1.3E+05
12 建設作業者直接経口摂取 1.4E+05 7.8E+03
14 居住者外部(成人) 3.3E+01 3.4E+00
15 居住者吸入(成人) 2.0E+07 1.1E+06
16 居住者外部(子ども) 2.6E+01 2.6E+00
17 居住者吸入(子ども) 8.0E+07 4.1E+06
18 居住者(子ども)直接経口摂取 2.4E+04 1.2E+03
19 農耕作業者外部 1.9E+02 2.0E+01
20 農耕作業者吸入 3.9E+06 2.1E+05
21 牧畜作業者外部 1.9E+02 2.0E+01
22 牧畜作業者吸入 3.9E+06 2.1E+05
23 農作物摂取(成人) 1.2E+03 6.8E+01
24 農作物摂取(子ども) 3.1E+03 1.5E+02
25 畜産物摂取(成人) 1.2E+03 6.5E+01
26 畜産物摂取(子ども) 2.5E+03 1.2E+02
27 飲料水摂取(成人) 4.2E+04 3.1E+03
28 飲料水摂取(子ども) 3.1E+05 2.0E+04
29 農耕作業者外部 2.0E+05 3.0E+03
30 農耕作業者吸入 4.0E+09 3.1E+07
31 牧畜作業者外部 2.0E+05 3.0E+03
32 牧畜作業者吸入 4.0E+09 3.1E+07
33 農作物摂取(成人) 5.8E+04 1.3E+03
34 農作物摂取(子ども) 1.6E+05 3.0E+03
35 飼料経由畜産物摂取(成人) 4.3E+04 1.3E+03
36 飼料経由畜産物摂取(子ども) 9.0E+04 2.5E+03
37 飼育水経由畜産物摂取(成人) 3.0E+05 2.2E+04
38 飼育水経由畜産物摂取(子ども) 6.5E+05 4.3E+04
39 養殖淡水産物摂取(成人) 7.4E+04 5.4E+03
40 養殖淡水産物摂取(子ども) 1.9E+05 1.2E+04

No. 経路略称
10μSv/y相当濃度

(Bq/g)

 

※ 網掛けは、本表における 10μSv/y 相当濃度の最小値を示す。 
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Table 9 再利用シナリオの基準線量相当濃度の再現計算結果 

Cs-134 Cs-137
1 冷蔵庫 4.1E+05 7.0E+05
2 ベッド 9.4E+04 1.6E+05
3 フライパン 1.4E+08 1.3E+08
4 鉄筋 1.2E+05 2.1E+05
5 金属処理周辺吸入(成人) 2.8E+03 3.4E+03
6 金属処理周辺農作物(成人) 1.5E+02 2.2E+02
7 金属処理周辺吸入(子ども) 1.1E+04 1.3E+04
8 金属処理周辺農作物(子ども) 4.4E+02 5.7E+02
9 壁材(成人) 4.3E+00 7.5E+00

10 壁材(子ども) 3.3E+00 5.8E+00
11 コンクリート処理周辺吸入(成人) 1.1E+05 1.4E+05
12 コンクリート処理周辺農作物(成人) 6.1E+03 8.7E+03
13 コンクリート処理周辺吸入(子ども) 4.4E+05 5.1E+05
14 コンクリート処理周辺農作物(子ども) 1.7E+04 2.3E+04
15 積み下ろし作業者外部 1.3E+02 3.2E+02
16 積み下ろし作業者吸入 5.1E+04 6.3E+04
17 積み下ろし作業者直接経口 3.1E+03 3.9E+03
19 運搬作業者外部 1.7E+02 4.0E+02
20 前処理作業者外部 1.4E+03 3.4E+03
21 前処理作業者吸入 1.3E+05 1.6E+05
22 前処理作業者直接経口 7.7E+03 9.7E+03
24 溶融・鋳造作業者外部 9.7E+01 2.3E+02
25 溶融・鋳造作業者直接経口 7.7E+03 9.7E+03
27 スラグ処理作業者吸入 3.2E+04 3.9E+04
28 スラグ処理作業者直接経口 3.9E+03 4.9E+03
30 加工作業者外部 1.2E+05 2.8E+05
31 加工作業者吸入 1.3E+08 1.6E+08
32 加工作業者直接経口 7.7E+06 9.7E+06
34 トラック 2.4E+05 4.1E+05
35 オートバイ 1.3E+05 2.2E+05
36 船舶 4.5E+04 7.8E+04
37 机 9.3E+04 1.6E+05
38 NC旋盤 4.5E+04 7.9E+04
39 スラグ再利用駐車場 1.1E+01 1.9E+01
40 コンクリート処理作業者外部 1.0E+01 2.4E+01
41 コンクリート処理作業者吸入 2.6E+04 3.1E+04
42 コンクリート処理作業者直接経口 1.5E+03 1.9E+03
44 コンクリート再利用駐車場 2.2E+01 3.7E+01

10μSv/y相当濃度
(Bq/g)No. 経路略称

 
※ 経路 No.10 の網掛けはコンクリートの再利用シナリオ、経路 No.39
の網掛けは金属の再利用シナリオにおける 10μSv/y 相当濃度の最小

値を示す。 
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Table 10 焼却処理シナリオ（可燃物）の基準線量相当濃度の再現計算結果 

Cs-134 Cs-137
1 可燃物積み下ろし作業者外部 1.0E+00 2.3E+00
2 可燃物積み下ろし作業者吸入 5.1E+03 6.3E+03
3 可燃物積み下ろし作業者直接経口摂取 3.1E+02 3.9E+02
5 可燃物運搬作業者外部 5.5E-01 1.3E+00
6 焼却炉補修作業者外部 6.7E-01 1.6E+00
7 焼却炉補修作業者吸入 2.8E+03 3.5E+03
8 焼却炉補修作業者直接経口摂取 3.4E+02 4.3E+02

10 焼却炉周辺居住粉塵外部(成人) 1.5E+08 3.5E+08
11 焼却炉周辺居住粉塵吸入(成人) 2.9E+05 3.6E+05
12 焼却炉周辺居住粉塵外部(子ども) 1.1E+08 2.7E+08
13 焼却炉周辺居住粉塵吸入(子ども) 1.2E+06 1.3E+06
14 焼却炉周辺居住土壌外部(成人) 2.1E+04 7.6E+03
15 焼却炉周辺居住土壌外部(子ども) 1.6E+04 5.9E+03
16 焼却炉周辺農作物(成人) 6.7E+04 8.3E+04
17 焼却炉周辺農作物(子ども) 1.9E+05 2.2E+05
18 焼却炉周辺畜産物(成人) 3.4E+04 2.2E+04
19 焼却炉周辺畜産物(子ども) 7.0E+04 4.2E+04
20 焼却灰積み下ろし作業者外部 2.2E+00 5.2E+00
21 焼却灰積み下ろし作業者吸入 5.7E+03 7.0E+03
22 焼却灰積み下ろし作業者直接経口摂取 6.9E+02 8.7E+02
24 焼却灰運搬作業者外部 3.0E+00 7.0E+00
25 焼却灰埋立作業者外部 1.4E+00 3.3E+00
26 焼却灰埋立作業者吸入 5.7E+03 7.0E+03
27 焼却灰埋立作業者直接経口摂取 6.9E+02 8.7E+02
29 溶融炉補修作業者外部 4.3E+00 1.0E+01
30 溶融炉補修作業者吸入 1.8E+04 2.2E+04
31 溶融炉補修作業者直接経口摂取 1.1E+03 1.4E+03
33 溶融炉周辺居住粉塵外部(成人) 9.6E+04 2.3E+05
34 溶融炉周辺居住粉塵吸入(成人) 1.9E+02 2.4E+02
35 溶融炉周辺居住粉塵外部(子ども) 7.4E+04 1.8E+05
36 溶融炉周辺居住粉塵吸入(子ども) 7.5E+02 8.7E+02
37 溶融炉周辺居住土壌外部(成人) 1.3E+01 4.9E+00
38 溶融炉周辺居住土壌外部(子ども) 1.0E+01 3.8E+00
39 溶融炉周辺農作物(成人) 4.3E+01 5.4E+01
40 溶融炉周辺農作物(子ども) 1.2E+02 1.4E+02
41 溶融炉周辺畜産物(成人) 2.2E+01 1.4E+01
42 溶融炉周辺畜産物(子ども) 4.5E+01 2.7E+01
43 溶融固化物積み下ろし作業者外部 8.9E+00 2.1E+01
44 溶融固化物運搬作業者外部 1.4E+01 3.2E+01
45 溶融固化物再利用駐車場外部 7.7E-01 1.3E+00
46 溶融固化物再利用壁材外部 6.2E-01 1.1E+00

No. 経路略称
10μSv/y相当濃度

(Bq/g)

 

※ 網掛けは、本表における 10μSv/y 相当濃度の最小値を示す。 
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Table 11 焼却処理シナリオ（焼却灰）の基準線量相当濃度の再現計算結果 

Cs-134 Cs-137
20 焼却灰積み下ろし作業者外部 1.0E+01 2.4E+01
21 焼却灰積み下ろし作業者吸入 2.6E+04 3.1E+04
22 焼却灰積み下ろし作業者直接経口摂取 3.1E+03 3.9E+03
24 焼却灰運搬作業者外部 1.3E+01 3.2E+01
25 焼却灰埋立作業者外部 6.3E+00 1.5E+01
26 焼却灰埋立作業者吸入 2.6E+04 3.1E+04
27 焼却灰埋立作業者直接経口摂取 3.1E+03 3.9E+03
29 溶融炉補修作業者外部 4.3E+01 1.0E+02
30 溶融炉補修作業者吸入 1.8E+05 2.2E+05
31 溶融炉補修作業者直接経口摂取 1.1E+04 1.4E+04
33 溶融炉周辺居住粉塵外部(成人) 9.6E+05 2.3E+06
34 溶融炉周辺居住粉塵吸入(成人) 1.9E+03 2.3E+03
35 溶融炉周辺居住粉塵外部(子ども) 7.4E+05 1.8E+06
36 溶融炉周辺居住粉塵吸入(子ども) 7.5E+03 8.7E+03
37 溶融炉周辺居住土壌外部(成人) 1.3E+02 4.9E+01
38 溶融炉周辺居住土壌外部(子ども) 1.0E+02 3.8E+01
39 溶融炉周辺農作物(成人) 4.3E+02 5.4E+02
40 溶融炉周辺農作物(子ども) 1.2E+03 1.4E+03
41 溶融炉周辺畜産物(成人) 2.2E+02 1.4E+02
42 溶融炉周辺畜産物(子ども) 4.5E+02 2.7E+02
43 溶融固化物積み下ろし作業者外部 8.8E+01 2.1E+02
44 溶融固化物運搬作業者外部 1.4E+02 3.2E+02
45 溶融固化物再利用駐車場外部 7.7E+00 1.3E+01
46 溶融固化物再利用壁材外部 6.2E+00 1.1E+01

10μSv/y相当濃度
(Bq/g)No. 経路略称

 

※ 網掛けは、本表における 10μSv/y 相当濃度の最小値を示す。 
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Table 12 各シナリオの皮膚被ばく経路を対象とした基準線量相当濃度の再現計算結果 

Cs-134 Cs-137
4 積み下ろし作業者 7.7E+03 4.9E+03
9 埋立作業者 7.7E+03 4.9E+03

13 跡地建設作業者 3.5E+06 9.9E+04
18 積み下ろし作業者 2.0E+04 1.3E+04
23 前処理作業者 4.9E+04 3.1E+04
26 溶融・鋳造作業者 4.9E+04 3.1E+04
29 スラグ処理作業 7.1E+04 4.5E+04
33 加工作業者 4.9E+07 3.1E+07
43 コンクリート処理作業者 3.3E+04 2.1E+04
4 可燃物積み下ろし作業者 7.7E+03 4.9E+03
9 焼却炉補修作業者 8.6E+03 5.5E+03

23 焼却灰積み下ろし作業者 1.7E+04 1.1E+04
28 焼却灰埋立作業者 1.7E+04 1.1E+04
32 溶融炉補修作業者 2.7E+04 1.7E+04
23 焼却灰積み下ろし作業者 7.7E+04 4.9E+04
28 焼却灰埋立作業者 7.7E+04 4.9E+04
32 溶融炉補修作業者 2.7E+05 1.7E+05

50mSv/y相当濃度
(Bq/g)シナリオ No. 経路略称

埋設処分

再利用

可燃物

焼却灰

 

 
 
 

Table 13 基準線量相当濃度の再現計算結果のまとめ 

濃度 (Bq/g) 決定経路 濃度 (Bq/g) 決定経路

埋設処分
金属・コンクリート

・可燃物等
0.63 操業（埋立-外部） 1.5 操業（埋立-外部）

金属 11 再利用（スラグ駐車場-外部） 19 再利用（スラグ駐車場-外部）
コンクリート 3.3 再利用（壁材-外部）（子ども） 5.8 再利用（壁材-外部）（子ども）
可燃物等 0.55 可燃物（可燃物運搬-外部） 1.1 可燃物（溶融固化物再利用壁材-外部）
焼却灰 6.2 焼却灰（溶融固化物再利用壁材-外部） 11 焼却灰（溶融固化物再利用壁材-外部）

0.55 可燃物（可燃物運搬-外部） 1.1 可燃物（溶融固化物再利用壁材-外部）

濃度 (Bq/g) 決定経路 濃度 (Bq/g) 決定経路

埋設処分
金属・コンクリート

・可燃物等
0.63 操業（埋立-外部） 1.5 操業（埋立-外部）

金属 11 再利用（スラグ駐車場-外部） 19 再利用（スラグ駐車場-外部）
コンクリート 3.3 再利用（壁材-外部）（子ども） 5.8 再利用（壁材-外部）（子ども）
可燃物等 0.55 可燃物（可燃物運搬-外部） 1.1 可燃物（溶融固化物再利用壁材-外部）
焼却灰 6.2 焼却灰（溶融固化物再利用壁材-外部） 11 焼却灰（溶融固化物再利用壁材-外部）

0.55 可燃物（可燃物運搬-外部） 1.1 可燃物（溶融固化物再利用壁材-外部）

埋設処分
金属・コンクリート

・可燃物等
金属

コンクリート
可燃物等
焼却灰

焼却処理

10μSv/y相当濃度の最小値

比率 比率

1.0

1.0
1.0

1.0
1.0
1.0

1.0

1.0
1.0
1.0
1.0
1.0

10μSv/y相当濃度の最小値

比率
（再現計算／RIクリアランス）

Cs-134 Cs-137

再利用

RIクリアランス
Cs-134 Cs-137

再利用

焼却処理

10μSv/y相当濃度の最小値

Cs-134 Cs-137

再利用

焼却処理

再現計算
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3.2 非管理区域における資材等に対する基準線量相当濃度の試算結果 
 

前章で設定したパラメータを反映し、非管理区域における資材等に対する基準線量相当濃度を

試算した。 
埋設処分シナリオ、再利用シナリオ及び焼却シナリオの試算結果をそれぞれ Table 14 から Table 

18 に示す。埋設処分シナリオで運搬作業者の外部被ばく経路、コンクリートの再利用シナリオで

壁材からの外部被ばく（子ども）経路、金属の再利用シナリオでスラグ再利用駐車場からの外部

被ばく経路、可燃物の焼却処理シナリオで可燃物運搬作業者の外部被ばく経路（Cs-134）と溶融

固化物再利用壁材からの外部被ばく経路（Cs-137）、焼却灰の焼却処理シナリオで溶融固化物再

利用壁材の外部被ばく経路が決定経路となった。 
非管理区域における資材等に対する基準線量相当濃度と、前出の「RI クリアランス」を対象と

した基準線量相当濃度との比を評価シナリオ毎に決定経路について Table 19 に示す。以下のよう

なパラメータの変更点から想定される比率となることから、非管理区域における資材等に対する

基準線量相当濃度の試算が妥当であることを確認した。 
 

・埋設処分シナリオ 
「RI クリアランス」の検討では運搬作業者の外部被ばく経路及び埋立作業者の外部被ばく経路

とも作業時間を 100（h/y）としているのに対し、非管理区域における資材等に対する試算では Table 
4 に示すように運搬作業で 180（h/y）、埋立作業で 60（h/y）と設定パラメータに違いがあり、決

定経路が異なる結果となった。また、運搬作業での遮へい係数が 0.9 に対し埋立作業での遮へい

係数が 0.4、運搬作業での外部被ばく線量換算係数が Cs-134 で 0.12（μSv/h per Bq/g）、Cs-137
で 0.044（μSv/h per Bq/g）、埋立作業での外部被ばく線量換算係数がCs-134で 0.47（μSv/h per Bq/g）、
Cs-137 で 0.17（μSv/h per Bq/g）と設定しており、決定経路及び設定パラメータの違いによる比

率（「RI クリアランス」の検討／非管理区域における資材等に対する試算）は Cs-134 で 0.97、
Cs-137 で 0.95 となり、丸め誤差を考慮すると Table 4 の比率 0.95 とほぼ一致する。 

 
・コンクリートの再利用シナリオ 

「RI クリアランス」の検討ではパラメータである再利用されるコンクリート中のクリアランス

対象物割合が 0.02 に対し、非管理区域における資材等に対する試算ではパラメータである再利用

されるコンクリート中の非管理区域対象物割合が 0.1 であり、設定パラメータの違いによる比率

（「RI クリアランス」の検討／非管理区域における資材等に対する試算）が 0.2 となり、Table 4
の比率 0.2 と一致する。 

 
・金属の再利用シナリオ 

「RI クリアランス」の検討ではパラメータである再利用される金属中のクリアランス対象物割

合が 0.004 に対し、非管理区域における資材等に対する試算ではパラメータである再利用される

金属中の非管理区域対象物割合が 0.1 であり、設定パラメータの違いによる比率（「RI クリアラ

ンス」の検討／非管理区域における資材等に対する試算）が 0.04 となり、Table 4 の比率 0.04 と

一致する。 
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・可燃物の焼却処理シナリオ 
Cs-134 の場合、「RI クリアランス」の検討では運搬作業者の作業時間が 200（h/y）に対し、非

管理区域における資材等に対する試算では 700（h/y）であり、設定パラメータの違いによる比率

（「RI クリアランス」の検討／非管理区域における資材等に対する試算）は 0.29 となり、Table 4
の比率 0.29 と一致する。 

Cs-137 の場合、「RI クリアランス」の検討ではパラメータである焼却炉での他の廃棄物との混

合割合が 0.03 に対し、非管理区域における資材等に対する試算では 0.1 であり、設定パラメータ

の違いによる比率（「RI クリアランス」の検討／非管理区域における資材等に対する試算）は 0.3
となり、Table 4 の比率 0.3 と一致する。 

 
・焼却灰の焼却処理シナリオ 

「RI クリアランス」の検討ではパラメータである焼却炉での他の廃棄物との混合割合が 0.03
に対し、非管理区域における資材等に対する試算では 0.1 であり、設定パラメータの違いによる

比率（「RI クリアランス」の検討／非管理区域における資材等に対する試算）は 0.3 となり、Table 
4 の比率 0.3 と一致する。 

 
本試算では、基準線量相当濃度は、Cs-134 が 0.6Bq/g、Cs-137 が 1.4Bq/g で、決定経路はともに

運搬作業者の外部被ばく経路であった。 
なお、参考シナリオである金属の再利用では Cs-134 が 0.43Bq/g、Cs-137 が 0.75Bq/g で決定経

路はともにスラグ再利用駐車場での外部被ばく経路、コンクリートの再利用では、Cs-134 が

0.67Bq/g、Cs-137 が 1.2Bq/g で決定経路はともに壁材からの子どもの外部被ばく経路であった。 
また、このような基準線量から計算される搬出される対象物の放射能濃度の計算手法について

は、広域に汚染された瓦礫類の処分や廃棄物に含まれる土壌等の限定的な再利用や処分等の場合

の計算にも有効に利用できるものと考える。 
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Table 14 埋設処分シナリオの基準線量相当濃度の計算結果 

Cs-134 Cs-137
1 積み下ろし作業者外部 1.4E+00 3.2E+00
2 積み下ろし作業者吸入 2.8E+03 3.5E+03
3 積み下ろし作業者直接経口摂取 1.7E+02 2.2E+02
5 運搬作業者外部 6.0E-01 1.4E+00
6 埋立作業者外部 1.1E+00 2.5E+00
7 埋立作業者吸入 8.5E+03 1.0E+04
8 埋立作業者直接経口摂取 5.2E+02 6.5E+02

10 建設作業者外部 1.3E+02 1.3E+01
11 建設作業者吸入 1.3E+06 6.9E+04
12 建設作業者直接経口摂取 7.8E+04 4.3E+03
14 居住者外部(成人) 1.8E+01 1.9E+00
15 居住者吸入(成人) 1.1E+07 6.0E+05
16 居住者外部(子ども) 1.4E+01 1.4E+00
17 居住者吸入(子ども) 4.4E+07 2.2E+06
18 居住者(子ども)直接経口摂取 1.3E+04 6.6E+02
19 農耕作業者外部 1.1E+02 1.1E+01
20 農耕作業者吸入 2.1E+06 1.2E+05
21 牧畜作業者外部 1.1E+02 1.1E+01
22 牧畜作業者吸入 2.1E+06 1.2E+05
23 農作物摂取(成人) 6.8E+02 3.7E+01
24 農作物摂取(子ども) 1.7E+03 8.4E+01
25 畜産物摂取(成人) 6.5E+02 3.5E+01
26 畜産物摂取(子ども) 1.3E+03 6.7E+01
27 飲料水摂取(成人) 2.4E+04 1.7E+03
28 飲料水摂取(子ども) 1.8E+05 1.1E+04
29 農耕作業者外部 1.1E+05 1.6E+03
30 農耕作業者吸入 2.3E+09 1.7E+07
31 牧畜作業者外部 1.1E+05 1.6E+03
32 牧畜作業者吸入 2.3E+09 1.7E+07
33 農作物摂取(成人) 3.4E+04 6.8E+02
34 農作物摂取(子ども) 9.4E+04 1.7E+03
35 飼料経由畜産物摂取(成人) 2.5E+04 7.0E+02
36 飼料経由畜産物摂取(子ども) 5.2E+04 1.3E+03
37 飼育水経由畜産物摂取(成人) 1.7E+05 1.2E+04
38 飼育水経由畜産物摂取(子ども) 3.7E+05 2.3E+04
39 養殖淡水産物摂取(成人) 4.2E+04 2.9E+03
40 養殖淡水産物摂取(子ども) 1.1E+05 6.7E+03

No. 経路略称

今回の結果から求めた
10μSv/y相当濃度

(Bq/g)

 

※ 網掛けは、本表における 10μSv/y 相当濃度の最小値を示す。 
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Table 15 再利用シナリオの基準線量相当濃度の計算結果 

Cs-134 Cs-137
1 冷蔵庫 1.6E+04 2.8E+04
2 ベッド 3.8E+03 6.5E+03
3 フライパン 5.8E+06 5.3E+06
4 鉄筋 4.8E+03 8.4E+03
5 金属処理周辺吸入(成人) 1.1E+02 1.4E+02
6 金属処理周辺農作物(成人) 6.1E+00 8.7E+00
7 金属処理周辺吸入(子ども) 4.4E+02 5.1E+02
8 金属処理周辺農作物(子ども) 1.7E+01 2.3E+01
9 壁材(成人) 8.7E-01 1.5E+00

10 壁材(子ども) 6.7E-01 1.2E+00
11 コンクリート処理周辺吸入(成人) 2.2E+04 2.7E+04
12 コンクリート処理周辺農作物(成人) 1.2E+03 1.7E+03
13 コンクリート処理周辺吸入(子ども) 8.7E+04 1.0E+05
14 コンクリート処理周辺農作物(子ども) 3.5E+03 4.5E+03
15 積み下ろし作業者外部 1.0E+01 2.4E+01
16 積み下ろし作業者吸入 3.9E+03 4.8E+03
17 積み下ろし作業者直接経口 2.4E+02 3.0E+02
19 運搬作業者外部 1.3E+01 3.1E+01
20 前処理作業者外部 5.6E+01 1.4E+02
21 前処理作業者吸入 5.1E+03 6.3E+03
22 前処理作業者直接経口 3.1E+02 3.9E+02
24 溶融・鋳造作業者外部 3.9E+00 9.3E+00
25 溶融・鋳造作業者直接経口 3.1E+02 3.9E+02
27 スラグ処理作業者吸入 1.3E+03 1.6E+03
28 スラグ処理作業者直接経口 1.5E+02 1.9E+02
30 加工作業者外部 4.6E+03 1.1E+04
31 加工作業者吸入 5.1E+06 6.3E+06
32 加工作業者直接経口 3.1E+05 3.9E+05
34 トラック 9.6E+03 1.7E+04
35 オートバイ 5.1E+03 8.7E+03
36 船舶 1.8E+03 3.1E+03
37 机 3.7E+03 6.4E+03
38 NC旋盤 1.8E+03 3.2E+03
39 スラグ再利用駐車場 4.3E-01 7.5E-01
40 コンクリート処理作業者外部 2.0E+00 4.8E+00
41 コンクリート処理作業者吸入 5.1E+03 6.3E+03
42 コンクリート処理作業者直接経口 3.1E+02 3.9E+02
44 コンクリート再利用駐車場 4.3E+00 7.5E+00

今回の結果から求めた
10μSv/y相当濃度

(Bq/g)
No. 経路略称

 
※ 経路 No.10 の網掛けはコンクリートの再利用シナリオ、経路 No.39
の網掛けは金属の再利用シナリオにおける 10μSv/y 相当濃度の最小

値を示す。 
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Table 16 焼却処理シナリオ（可燃物）の基準線量相当濃度の計算結果 

Cs-134 Cs-137
1 可燃物積み下ろし作業者外部 4.5E-01 1.1E+00
2 可燃物積み下ろし作業者吸入 2.3E+03 2.9E+03
3 可燃物積み下ろし作業者直接経口摂取 1.4E+02 1.8E+02
5 可燃物運搬作業者外部 1.6E-01 3.7E-01
6 焼却炉補修作業者外部 3.0E-01 7.2E-01
7 焼却炉補修作業者吸入 8.5E+02 1.0E+03
8 焼却炉補修作業者直接経口摂取 1.0E+02 1.3E+02

10 焼却炉周辺居住粉塵外部(成人) 4.5E+07 1.1E+08
11 焼却炉周辺居住粉塵吸入(成人) 8.8E+04 1.1E+05
12 焼却炉周辺居住粉塵外部(子ども) 3.4E+07 8.1E+07
13 焼却炉周辺居住粉塵吸入(子ども) 3.5E+05 4.0E+05
14 焼却炉周辺居住土壌外部(成人) 6.2E+03 2.3E+03
15 焼却炉周辺居住土壌外部(子ども) 4.7E+03 1.8E+03
16 焼却炉周辺農作物(成人) 2.0E+04 2.5E+04
17 焼却炉周辺農作物(子ども) 5.7E+04 6.5E+04
18 焼却炉周辺畜産物(成人) 1.0E+04 6.6E+03
19 焼却炉周辺畜産物(子ども) 2.1E+04 1.3E+04
20 焼却灰積み下ろし作業者外部 6.7E-01 1.6E+00
21 焼却灰積み下ろし作業者吸入 1.7E+03 2.1E+03
22 焼却灰積み下ろし作業者直接経口摂取 2.1E+02 2.6E+02
24 焼却灰運搬作業者外部 9.0E-01 2.1E+00
25 焼却灰埋立作業者外部 4.2E-01 1.0E+00
26 焼却灰埋立作業者吸入 1.7E+03 2.1E+03
27 焼却灰埋立作業者直接経口摂取 2.1E+02 2.6E+02
29 溶融炉補修作業者外部 1.3E+00 3.0E+00
30 溶融炉補修作業者吸入 5.4E+03 6.7E+03
31 溶融炉補修作業者直接経口摂取 3.3E+02 4.1E+02
33 溶融炉周辺居住粉塵外部(成人) 2.9E+04 6.9E+04
34 溶融炉周辺居住粉塵吸入(成人) 5.7E+01 7.1E+01
35 溶融炉周辺居住粉塵外部(子ども) 2.2E+04 5.3E+04
36 溶融炉周辺居住粉塵吸入(子ども) 2.3E+02 2.6E+02
37 溶融炉周辺居住土壌外部(成人) 4.0E+00 1.5E+00
38 溶融炉周辺居住土壌外部(子ども) 3.1E+00 1.1E+00
39 溶融炉周辺農作物(成人) 1.3E+01 1.6E+01
40 溶融炉周辺農作物(子ども) 3.7E+01 4.2E+01
41 溶融炉周辺畜産物(成人) 6.5E+00 4.3E+00
42 溶融炉周辺畜産物(子ども) 1.4E+01 8.1E+00
43 溶融固化物積み下ろし作業者外部 2.7E+00 6.3E+00
44 溶融固化物運搬作業者外部 4.1E+00 9.6E+00
45 溶融固化物再利用駐車場外部 2.3E-01 4.0E-01
46 溶融固化物再利用壁材外部 1.9E-01 3.2E-01

No. 経路略称

今回の結果から求めた
10μSv/y相当濃度

(Bq/g)

 

※ 網掛けは、本表における 10μSv/y 相当濃度の最小値を示す。 
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Table 17 焼却処理シナリオ（焼却灰）の基準線量相当濃度の計算結果 

Cs-134 Cs-137
20 焼却灰積み下ろし作業者外部 1.4E+01 3.4E+01
21 焼却灰積み下ろし作業者吸入 3.7E+04 4.5E+04
22 焼却灰積み下ろし作業者直接経口摂取 4.4E+03 5.6E+03
24 焼却灰運搬作業者外部 1.9E+01 4.5E+01
25 焼却灰埋立作業者外部 9.0E+00 2.1E+01
26 焼却灰埋立作業者吸入 3.7E+04 4.5E+04
27 焼却灰埋立作業者直接経口摂取 4.4E+03 5.6E+03
29 溶融炉補修作業者外部 1.3E+01 3.0E+01
30 溶融炉補修作業者吸入 5.4E+04 6.7E+04
31 溶融炉補修作業者直接経口摂取 3.3E+03 4.1E+03
33 溶融炉周辺居住粉塵外部(成人) 2.9E+05 6.8E+05
34 溶融炉周辺居住粉塵吸入(成人) 5.7E+02 7.0E+02
35 溶融炉周辺居住粉塵外部(子ども) 2.2E+05 5.3E+05
36 溶融炉周辺居住粉塵吸入(子ども) 2.3E+03 2.6E+03
37 溶融炉周辺居住土壌外部(成人) 4.0E+01 1.5E+01
38 溶融炉周辺居住土壌外部(子ども) 3.1E+01 1.1E+01
39 溶融炉周辺農作物(成人) 1.3E+02 1.6E+02
40 溶融炉周辺農作物(子ども) 3.7E+02 4.2E+02
41 溶融炉周辺畜産物(成人) 6.5E+01 4.3E+01
42 溶融炉周辺畜産物(子ども) 1.4E+02 8.1E+01
43 溶融固化物積み下ろし作業者外部 2.7E+01 6.3E+01
44 溶融固化物運搬作業者外部 4.1E+01 9.6E+01
45 溶融固化物再利用駐車場外部 2.3E+00 4.0E+00
46 溶融固化物再利用壁材外部 1.8E+00 3.2E+00

今回の結果から求めた
10μSv/y相当濃度

(Bq/g)
No. 経路略称

 

※ 網掛けは、本表における 10μSv/y 相当濃度の最小値を示す。 
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Table 18 各シナリオの皮膚被ばく経路を対象とした基準線量相当濃度の計算結果 

Cs-134 Cs-137
4 積み下ろし作業者 4.3E+03 2.7E+03
9 埋立作業者 1.3E+04 8.2E+03

13 跡地建設作業者 1.9E+06 5.4E+04
18 積み下ろし作業者 1.5E+03 9.7E+02
23 前処理作業者 2.0E+03 1.3E+03
26 溶融・鋳造作業者 2.0E+03 1.3E+03
29 スラグ処理作業 2.8E+03 1.8E+03
33 加工作業者 2.0E+06 1.3E+06
43 コンクリート処理作業者 6.7E+03 4.3E+03
4 可燃物積み下ろし作業者 3.5E+03 2.2E+03
9 焼却炉補修作業者 2.6E+03 1.6E+03

23 焼却灰積み下ろし作業者 5.1E+03 3.3E+03
28 焼却灰埋立作業者 5.1E+03 3.3E+03
32 溶融炉補修作業者 8.2E+03 5.2E+03
23 焼却灰積み下ろし作業者 1.1E+05 7.0E+04
28 焼却灰埋立作業者 1.1E+05 7.0E+04
32 溶融炉補修作業者 8.2E+04 5.2E+04

シナリオ No. 経路略称

埋設処分

今回の結果から求めた
50mSv/y相当濃度

(Bq/g)

再利用

可燃物

焼却灰

 

 
 
 

Table 19 基準線量相当濃度の計算結果のまとめ 

濃度 (Bq/g) 決定経路 濃度 (Bq/g) 決定経路

埋設処分
金属・コンクリート

・可燃物等
0.60 操業（運搬-外部） 1.4 操業（運搬-外部）

金属 0.43 再利用（スラグ駐車場-外部） 0.75 再利用（スラグ駐車場-外部）
コンクリート 0.67 再利用（壁材-外部）（子ども） 1.2 再利用（壁材-外部）（子ども）
可燃物等 0.16 可燃物（可燃物運搬-外部） 0.32 可燃物（溶融固化物再利用壁材-外部）
焼却灰 1.8 焼却灰（溶融固化物再利用壁材-外部） 3.2 焼却灰（溶融固化物再利用壁材-外部）

0.16 可燃物（可燃物運搬-外部） 0.32 可燃物（溶融固化物再利用壁材-外部）

濃度 (Bq/g) 決定経路 濃度 (Bq/g) 決定経路

埋設処分
金属・コンクリート

・可燃物等
0.63 操業（埋立-外部） 1.5 操業（埋立-外部）

金属 11 再利用（スラグ駐車場-外部） 19 再利用（スラグ駐車場-外部）
コンクリート 3.3 再利用（壁材-外部）（子ども） 5.8 再利用（壁材-外部）（子ども）
可燃物等 0.55 可燃物（可燃物運搬-外部） 1.1 可燃物（溶融固化物再利用壁材-外部）
焼却灰 6.2 焼却灰（溶融固化物再利用壁材-外部） 11 焼却灰（溶融固化物再利用壁材-外部）

0.55 可燃物（可燃物運搬-外部） 1.1 可燃物（溶融固化物再利用壁材-外部）

埋設処分
金属・コンクリート

・可燃物等
金属

コンクリート
可燃物等
焼却灰

10μSv/y相当濃度の最小値 0.29 0.30

焼却処理
0.29 0.30
0.30 0.30

0.95 0.95

再利用
0.040 0.040
0.20 0.20

10μSv/y相当濃度の最小値

比率
（非管理区域／RIクリアランス）

Cs-134 Cs-137
比率 比率

RIクリアランス
Cs-134 Cs-137

再利用

焼却処理

10μSv/y相当濃度の最小値

Cs-134 Cs-137

再利用

焼却処理

非管理区域
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4. まとめ 
 
原子力関連施設の非管理区域における資材等が一般の産業廃棄物として処分された場合を想定

し、「放射線障害防止法に規定するクリアランスレベルについて」を参考にした評価経路を用い

て、基準線量相当の核種毎の濃度の試算を行った。 
試算に先立ち、上記報告書の再現計算を行うとともに、本試算結果と、再現計算結果との比が、

パラメータの変更点に基づくものとなっていることを確認した。 
本試算では、基準線量相当濃度は、Cs-134 が 0.6Bq/g、Cs-137 が 1.4Bq/g で、決定経路はともに

運搬作業者の外部被ばく経路であった。 
なお、参考シナリオである金属の再利用では Cs-134 が 0.43Bq/g、Cs-137 が 0.75Bq/g で決定経

路はともにスラグ再利用駐車場での外部被ばく経路、コンクリートの再利用では、Cs-134 が

0.67Bq/g、Cs-137 が 1.2Bq/g で決定経路はともに壁材からの子どもの外部被ばく経路であった。 
福島事故由来のフォールアウトにより汚染された瓦礫類の処分における放射能濃度が特別措置

法では 8Bq/g と評価されて、環境回復が進められている中、発電所施設敷地内の非管理区域から

は、資材の再利用の基準として、管理区域と同様に 0.1Bq/g に準じた資材の搬出管理が運用され

ている。 
本試算を一例として、基準線量（10μSv/年）をもとに処分方法に応じた適切な評価を行い、個

別の管理をすることで、安全でかつ合理的な処分及び運用ができると考えられる。 
今後、基準線量をもとに個別のケースに応じて濃度を試算して安全評価を行い、非管理区域に

おける資材等の搬出管理を合理的・安全に行うことが原子力施設の復旧を迅速に進める上で重要

と考える。 
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Appendix- I 基準線量相当濃度の評価モデル 
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1.  埋設処分シナリオ 
 
1.1. 操業の評価経路 
 

この評価経路では、廃棄物そのものが線源となるので、被ばく評価にあたっては廃棄物の放射

性核種（以下、「核種」という。）の濃度をそのまま用いる。ただし、クリアランス対象廃棄物

は「放射性廃棄物でない廃棄物」と混合されるものとする。 
 
1.1.1. 原子力関連施設の非管理区域からの搬出資材等（以下、「非管理区域対象物」という。）の積み

下ろし作業者、運搬作業者及び埋立作業者（直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extOOWext t

t
iDFtSiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()(  .................................................... (1) 

1.1.2. 「非管理区域対象物」の積み下ろし作業者、運搬作業者及び埋立作業者（粉塵吸入による内部被

ばく） 

ii

ii
inhOOinhdustdustWinh t

t
iDFtBfCiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,  ............................. (2) 

1.1.3. 「非管理区域対象物」の積み下ろし作業者及び埋立作業者（皮膚汚染による皮膚被ばく） 

ii

ii
skinOskindustdustWskin t

t
iDFtfLiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ
ρ

)exp(1
)()()( ,  ........................... (3) 

1.1.4. 「非管理区域対象物」の積み下ろし作業者及び埋立作業者（直接経口摂取による内部被ばく） 

ii

ii
ingOingCWdirect t

t
iDFtqfiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,  ......................................... (4) 

 
1.2. 跡地利用の評価経路 

 
跡地利用の評価経路では、廃棄物処分場に廃棄物が定置され、隙間に埋め戻しがなされ、さら

に覆土された状態が出発点となる。ここでは、処分場跡地における建設作業に従事する者の被ば

く、建設作業に伴って発生した残土の上で居住する者の被ばくを評価する。また、農耕作業また

は牧畜作業による跡地の掘り返しに伴う被ばく、また、処分場跡地直上で栽培された農作物を摂

取する者またはその農作物で飼育された畜産物を摂取する者の被ばくを評価する。 
 
1.2.1. 建設作業者 
(1) 掘削土壌中の核種の濃度 

建設作業によって発生する、廃棄物を混入した掘削土壌中の核種の濃度は、廃棄物の隙間に埋

め戻しされた土砂及び覆土の存在を考慮して、次式によって求める。なお、掘削土壌中の核種の

濃度の計算にあたっては、放射性崩壊による減衰のみを考慮し、地下水への漏出は考慮しないも
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のとする。 

)exp(
10

)()( 6 disti
DDDDU

CU
WM t

HWL
W

T
TT

iCiC ⋅−⋅
⋅⋅⋅⋅

⋅
−

⋅= λ
ρ

 ............................. (5) 

(2) 建設作業者（土壌直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extCCMext t

t
iDFtSiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()(  ..................................................... (6) 

(3) 建設作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 

ii

ii
inhCCinhdustCdustMinh t

t
iDFtBfCiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,,  ........................ (7) 

(4) 建設作業者（皮膚汚染による皮膚被ばく） 

ii

ii
skinCskindustdustMskin t

t
iDFtfLiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ
ρ

)exp(1
)()()( ,  ........................... (8) 

(5) 建設作業者（直接経口摂取による内部被ばく） 

ii

ii
ingCingCMdirect t

t
iDFtqfiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,  ......................................... (9) 

 
1.2.2. 居住者 
(1) 居住者（土壌直接線・外部被ばく） 

この経路は子どもについても評価する。 

ii

ii
extLLMext t

t
iDFtSiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()(  ....................................................... (10) 

(2) 居住者（粉塵吸入による内部被ばく） 
この経路は子どもについても評価する。 

ii

ii
inhLLinhdustLdustMinh t

t
iDFtBfCiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,,  .......................... (11) 

(3) 居住者（子どもの直接経口摂取による内部被ばく） 
居住者のうち、子どもが土壌を直接経口摂取することによる内部被ばく線量を評価する。 

ii

ii
ingLCLCingCMdirect t

t
iDFtqfiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,  ................................... (12) 
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1.2.3. 農耕作業者 
(1) 掘削土壌中の核種の濃度 

農耕作業者は、処分場跡地を農地とするために掘削することにより、廃棄物が地表面に露出す

ることによる被ばくを評価する。その線源となる廃棄物を含んだ土壌中の核種の濃度は、次式に

より求める。 

)exp(
10

)()( 6 disti
DDDDA

CA
WM t

HWL
W

T
TT

iCiC ⋅−⋅
⋅⋅⋅⋅

⋅
−

⋅= λ
ρ

 ............................. (13) 

(2) 農耕作業者（土壌直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extAAMext t

t
iDFtSiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()(  ...................................................... (14) 

(3) 農耕作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 

ii

ii
inhAAinhdustAdustMinh t

t
iDFtBfCiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,,  ......................... (15) 

 
1.2.4. 牧畜作業者 

牧畜作業場所における掘削土壌中の核種の濃度は、農地土壌中の核種の濃度（(15)式）と等し

いものとする。 
(1) 牧畜作業者（土壌直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extFFMext t

t
iDFtSiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()(  ..................................................... (16) 

(2) 牧畜作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 

ii

ii
inhFFinhdustFdustMinh t

t
iDFtBfCiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,,  ........................ (17) 

 
1.2.5. 農作物摂取者 
(1) 農作物中の核種の濃度 

農作物栽培は処分場の跡地の直上で行われるとし、跡地における核種の量の減衰は崩壊による

もののみとする。核種は、根を経由して、農作物に移行するものとする。農業用水には放射能が

含まれていないものとする。 

)exp(
10

)()()( 6 disti
DDDD

WNkvk t
HWL
WiCKiTiC ⋅−⋅

⋅⋅⋅⋅
⋅⋅⋅= λ

ρ
 ......................... (18) 
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(2) 農作物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 
この経路は子どもについても評価する。 

ii

ii
ing

vki
kk

k
vkving t

t
iDF

t
GQiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅






 ⋅
−⋅⋅⋅⋅= ∑ λ

λλ )exp(1
)(

365
exp10)()( 3

,  ........... (19) 

市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

ii

ii
ingk

k
vkving t

tiDFQiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅= ∑ λ

λ )exp(1)(10)()( 3
,

 .......................................................... (20) 

 
1.2.6. 畜産物摂取者 
(1) 飼料中の核種の濃度 

)exp(
10

)()()( 6 disti
DDDD

WNFvF t
HWL
WiCKiTiC ⋅−⋅

⋅⋅⋅⋅
⋅⋅⋅= λ

ρ
 ........................ (21) 

(2) 畜産物中の核種の濃度 
農作物（飼料）を摂取することによる畜産物中の核種の濃度を次式で計算する。農業用水及び

飼育に使われる用水には核種が含まれていないものとする。畜産物の種類としては卵、牛乳、牛

肉、豚肉及び鶏肉を想定する。なお、飼料中の核種 i の濃度は、(22)式により求める。 

vnvFFnFn QiCMiTiC ⋅⋅⋅⋅= 310)()()(  ............................................................................. (22) 

(3) 畜産物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 
この経路は子どもについても評価する。 

ii

ii
ing

n

Fni
nnFnFing t

t
iDF

t
GQiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅






 ⋅
−⋅⋅⋅=∑ λ

λλ )exp(1
)(

365
exp)()(,  ......................... (23) 

市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

ii

ii
ing

n
nFnFing t

t
iDFQiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅= ∑ λ
λ )exp(1

)()()(, ............................................................ (24) 

 
1.3. 地下水移行の評価経路 

 
地下水移行の評価経路では、埋設された廃棄物から核種が浸透水中に漏出し、帯水層へ移行す

るものとする。この核種を含む地下水を飲用、灌漑、飼育及び養殖に利用することを考慮する。

なお、各経路において被ばく線量が最大となる時点の線量を評価するものとする。 
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1.3.1. 井戸水飲用 
(1) 処分場からの漏出モデル 

政令濃度上限値の計算方法と同様に、IAEA 技術文書「TECDOC-401」1)における放出係数モデ

ルを用いて、処分場からの核種の漏出量を次式により求める。 

{ }tWiCitJ iiWi ⋅+−⋅⋅⋅= )(exp)(),( ηλη  ................................................................... (25) 

(2) 帯水層中の核種の移動 
処分場から漏洩した核種は、処分場と同一の幅を有する帯水層に流入するものとする。帯水層

の厚さ（hs）は一定で、土壌の空隙率、密度は一様とし、地下水流方向のみに一定速度で流れて

いるものとする。基礎式は次式で表される。 

),,()(

),,(),,(),,()( 2

2

itxCiR
x

itxCU
x

itxCDitxCiR
t

GWis

GW
s

GW
xGWs

⋅⋅−
∂

∂
⋅−

∂
∂
⋅=⋅

∂
∂

λ
 ............................ (26) 

なお、以降の計算では、(26)式の-LD≦x≦0 （LD は処分場の長さ）の範囲における境界条件と

して、(25)式により計算した J(t,i)を、処分場の幅（WD）、帯水層の厚さ（hs）及び地下水流速（Us）
の積で割った値を与えた場合の解を使用する。 
(3) 井戸水中の核種の濃度 

井戸水中の核種の濃度は、井戸の汲み上げによる周囲の核種を含まない地下水の流入を考慮し

ている。 

wwGWWW RitxCitC ⋅= ),,(),(  ............................................................................................ (27) 

(4) 井戸水飲用者（経口摂取による内部被ばく） 
この経路は子どもについても評価する。 

)(),(),(, iDFQitCitD ingWWWwing ⋅⋅=  .............................................................................. (28) 

 
1.3.2. 農耕作業者（灌漑土壌） 
(1) 灌漑土壌の核種の濃度 

灌漑用水中の核種は蓄積するものとする。また、核種の浸透による減衰効果を考慮する。 

( ) '),(),( ')(

0, dte
P

itCVFitC ttiEt

k

IIk
RkS

Lk −⋅−⋅
′⋅

⋅= ∫  ........................................................ (29) 

灌漑用水中の核種の濃度は、井戸水中の核種の濃度に等しいものとしている。 

wwGWI RitxCitC ⋅= ),,(),(  ............................................................................................... (30) 

(2) 農耕作業者（灌漑水、土壌直接線・外部被ばく） 

)(10),(),( 3
, iDFtSitCitD extIIkSext ⋅⋅⋅⋅= −  .................................................................... (31) 
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(3) 農耕作業者（灌漑水、粉塵吸入による内部被ばく） 

)(10),(),( 3
,,, iDFtBfCitCitD inhIIinhdustIdustkSinh ⋅⋅⋅⋅⋅⋅= −  ....................................... (32) 

 
 
1.3.3. 牧畜作業者（灌漑土壌） 
(1) 牧畜作業者（灌漑水、土壌直接線・外部被ばく） 

)(10),(),( 3
, iDFtSitCitD extBBkSext ⋅⋅⋅⋅= −  .................................................................. (33) 

(2) 牧畜作業者（灌漑水、粉塵吸入による内部被ばく） 

)(10),(),( 3
,,, iDFtBfCitCitD inhBBinhdustBdustkSinh ⋅⋅⋅⋅⋅⋅= −  ...................................... (34) 

 
1.3.4. 農作物摂取者（灌漑土壌） 
(1) 灌漑農作物中の核種の濃度 

農作物（穀類、葉菜、非葉菜、果物）中の核種の濃度は、灌漑土壌からの経根吸収と灌漑水の

葉面沈着を考慮する。 

Bkei

T
IEklkI

kSkvk Y
eFVitC

itCiTitC
Iei

⋅
−⋅⋅⋅

+⋅=
⋅−

λ

λ )1(),(
),()(),( ,  ........................................ (35) 

(2) 農作物摂取による内部被ばく線量 
この経路は子どもについても評価する。 

)(
365

exp),(),(, iDF
t

GQitCitD ing
vki

kk
k

vkving ⋅






 ⋅
−⋅⋅⋅=∑ λ

 ........................................... (36) 

市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

)(),(),(, iDFQitCitD ingk
k

vkvking ⋅⋅= ∑  ......................................................................... (37) 

 
1.3.5. 畜産物摂取者（灌漑土壌） 
(1) 飼料中の核種の濃度 

Bkei

T
IEkIkI

kSFvF Y
eFVitC

itCiTitC
Iei

⋅
−⋅⋅⋅

+⋅=
⋅−

λ

λ )1(),(
),()(),( ,  ...................................... (38) 

(2) 畜産物中の核種の濃度 

vnvFFnFn QitCMiTitC ⋅⋅⋅= ),()(),(  ................................................................................ (39) 
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(3) 畜産物摂取による内部被ばく線量 
この経路は子どもについても評価する。 

)(
365

exp),(),(, iDF
t

GQitCitD ing
n

Fni
nnFnFing ∑ ⋅







 ⋅
−⋅⋅⋅=
λ  ................................................ (40) 

市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

)(),(),(, iDFQitCitD ing
n

nFnFing ∑ ⋅⋅=  .................................................................... (41) 

 
1.3.6. 畜産物摂取者（飼育水） 
(1) 畜産物中の核種の濃度 

核種を含む井戸水を飼育水として利用して生産される肉や牛乳などの畜産物中の核種濃度は、

その家畜が摂取する飼育水中の核種の濃度に依存するものとし、次式により求める。 

)(10),(),( 3 iTQitCitC WnWnFWFWn ⋅⋅⋅= − ......................................................................... (42) 

なお、飼育水中の核種の濃度は、井戸水中の核種の濃度に等しいものとし、次式により求める。 

wwGWFW RitxCitC ⋅= ),,(),(  ............................................................................................ (43) 

(2) 畜産物摂取者（飼育水、畜産物摂取による内部被ばく） 
この経路は子どもについても評価する。 

)(
365

exp),(),(, iDF
t

GQitCitD ing
n

Fni
nnFWnFing ∑ ⋅







 ⋅
−⋅⋅⋅=
λ  .............................................. (44) 

市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

)(),(),(, iDFQitCitD ing
n

nFWnFing ∑ ⋅⋅=  ................................................................................. (45) 

 
1.3.7. 養殖淡水産物摂取者 
(1) 養殖淡水産物中の核種の濃度 

養殖淡水産物中の核種の濃度は、養殖水中の核種の濃度に依存し、両者の濃度の間に平衡関係

が成立しているものとする濃縮係数法によって求める。なお、養殖水中の核種の濃度は、井戸水

中の核種の濃度と養殖淡水産物の地下水利用率を考慮して計算する。 

)(10),(),( 3 iTRitCitC SmSWWWSm ⋅⋅⋅= −  .......................................................................... (46) 
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(2) 養殖淡水産物摂取者（養殖淡水産物摂取による内部被ばく） 
この経路は子どもについても評価する。 

∑ ⋅





 ⋅
−⋅⋅⋅=

m
ing

Smi
mmSmING iDF

t
GQitCitD )(

365
exp),(),(

λ
 ...................................... (47) 

市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

∑ ⋅⋅=
m

ingmSmING iDFQitCitD )(),(),(  .................................................................. (48) 
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1.4. 変数リスト（埋設処分に係る経路の計算モデル式） 
 

※変数はアルファベット順に記載 
小文字 

ingCf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（経口摂取）（－） 

inhdustf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（吸入摂取）（－） 

skindustf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（皮膚被ばく）（－） 
q  ： 粉塵の摂取率（g/h） 

LCq  ： 汚染物質の摂取率（子ども）（g/h） 

At  ： 農耕作業における年間作業時間（h/y） 

Bt  ： 牧畜作業における年間作業時間（h/y） 

Ct  ： 建設作業における年間作業時間（h/y） 

distt  ： 処分場閉鎖後から評価時点までの期間（y） 

Ft  ： 牧畜作業における年間作業時間（h/y） 

Fnt  ： 畜産物 n の輸送時間（d） 

it  ： 被ばく中の減衰期間（y）（1年） 

It  ： 農耕作業における年間作業時間（h/y） 

Lt  ： 年間居住時間（h/y） 

LCt  ： 年間被ばく時間（子ども）（h/y） 

Ot  ： 年間作業時間（h/y） 

Smt  ： 養殖淡水産物 m の輸送時間（d） 

Tt  ： 年間被ばく時間（h/y）（埋立作業者と居住者について個別に選定） 

vkt  ： 農作物 k の輸送時間（d） 

wx  ： 処分場下流端から井戸までの距離（m） 
 
大文字 

AB  ： 農耕作業者の呼吸量（m3/h） 

BB  ： 牧畜作業者の呼吸量（m3/h） 

CB  ： 建設作業者の呼吸量（m3/h） 

FB  ： 牧畜作業者の呼吸量（m3/h） 

IB  ： 農耕作業者の呼吸量 （m3/h） 

LB  ： 居住者の呼吸量（m3/h） 

OB  ： 作業者の呼吸量（m3/h） 

TB  ： 呼吸量（m3/h）（埋立作業者と居住者について個別に選定） 

dustC  ： 作業時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

AdustC ,  ： 農耕作業時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

BdustC ,  ： 牧畜作業時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

FdustC ,  ： 牧畜作業時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

IdustC ,  ： 農耕作業時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

LdustC ,  ： 居住時の空気中粉塵濃度（g/m3） 
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CdustC ,  ： 建設作業時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

)(iCFn  ： 畜産物 n 中の核種 i の濃度（Bq/kg または Bq/L） 

),( itCFn  ： 時間 t における畜産物 n 中の核種 i の濃度（Bq/kg または Bq/L） 

),( itCFWn  ： 時間 t における畜産物 n 中の核種 i の濃度 （Bq/kg または Bq/L） 

),( itCFW  ： 時間 t における飼育水中濃度（Bq/m3） 

),( itCFWn  ： 時間 t における畜産物 n 中の核種 i の濃度（Bq/kg または Bq/L） 

),,( itxCGW  ： 地下水中の核種 i の濃度（Bq/m3） 
),( itCI  ： 時間 t における灌漑用水中の核種 i の濃度（Bq/m3） 

),( itCI ′  ： 時間 t’における灌漑用水中の核種 i の濃度（Bq/m3） 

)(iCM  ： 掘削土壌中の核種 i の濃度（Bq/g） 
),(, itC kS  ： 時間 t における農作物 k を生産する灌漑土壌中の核種 i の濃度（Bq/kg） 

),( itCSm  ： 時間 t における養殖淡水産物 m 中の核種 i の濃度（Bq/kg） 

)(iCvF  ： 飼料中の核種 i の濃度（Bq/g） 

),( itCvF  ： 時間 t における飼料中における核種 i の濃度（Bq/kg） 

)(iCvk  ： 農作物 k 中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCW  ： 「放射性廃棄物でない廃棄物」と「非管理区域対象物」を混合した廃

棄物中の核種 i の濃度（Bq/g） 
CW(i)＝CWO(i)・FWC 
CWO(i) ：「非管理区域対象物」中の核種 i の濃度（Bq/g） 
FWC ：廃棄物中に占められる「非管理区域対象物」割合（－） 

),,( itxC wGW  ： 地下水中の核種 i の濃度（Bq/m3） 

),( itCWW  ： 時間 t における井戸水の核種 i の濃度（Bq/m3） 

)(iDdirect  ： 核種 i による直接経口摂取被ばく線量（μSv/y） 

)(iDext  ： 核種 i による外部被ばく線量 （μSv/y） 
),( itDING  ： 時間 t における養殖淡水産物摂取による内部被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD ving  ： 農作物の摂取に伴う核種 i による内部被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD Fing  ： 畜産物摂取に伴う核種 i による内部被ばく線量（μSv/y） 

),(, itD Fing  ： 時間 t における畜産物摂取に伴う核種 i による内部被ばく線量（μSv/y） 

),(, itD wing  ： 時間 t における核種 i による飲料水摂取での内部被ばく線量（μSv/y） 

)(iDinh  ： 核種 i による吸入被ばく線量（μSv/y） 
)(iDskin  ： 核種 i による皮膚汚染による皮膚被ばく線量（μSv/y） 
)(iDFext  ： 核種 i の外部被ばくに対する線量換算係数（μSv/h per Bq/g） 
)(iDFing  ： 核種 i の経口摂取の内部被ばく線量係数（μSv/Bq） 

)(iDFinh  ： 核種 i の吸入被ばくに対する線量係数（μSv/Bq） 
)(iDFskin  ： 核種 i の皮膚汚染による皮膚被ばく線量換算係数（μSv/h per Bq/cm2） 

xD  ： 地下水流方向の分散係数（m2/y） 

dsmxx DUDD +=  

mxD  ： 地下水流方向の分散長（m） 

dD  ： 分子拡散係数（3.15×10-2  m2/y） 
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)(iELk  
： 農作物 k を生産する土壌中核種 i の実効減衰係数（y-1） 

)()( iRiE MSkiLk += λ  
)(iRMSk  ： 核種 i の浸透による灌漑土壌からの減衰係数（y-1） 

{ })()1(
)(

iKdfsf
VRiR

uuuuku

IkIN
MSk ⋅⋅−+⋅⋅

+
=

ρα
 

INR  ： 浸透水量（m/y） 
α  ： 実効土壌深さ（m） 

uf  ： 灌漑土壌空隙率（－） 

uks  ： 土壌水分飽和度（－） 

uρ  ： 灌漑土壌真密度（g/cm3） 

)(iKdu  ： 灌漑土壌の分配係数（mL/g） 
 

 

IEkF  ： 核種の農作物 k 表面への沈着割合（－） 

RF  ： 核種の土壌残留係数（－） 

kG  ： 農作物 k の市場係数（－） 

mG  ： 養殖淡水産物 m の市場係数（－） 

nG  ： 畜産物 n の市場係数（－） 

DH  ： 処分場の深さ（m） 
),( itJ  ： 時間 t における核種 i の漏出量（Bq/y） 

NK  ： 根からの核種の吸収割合（－） 

dustL  ： 皮膚に堆積した粉塵の厚さ（cm） 

DL  ： 処分場の長さ（m） 

eL  ： 断面方向長さ（m） 

FM  ： 核種を含む飼料の混合割合（－） 

kP  ： 農作物 k を生産する土壌実効表面密度（kg/m2） 

kQ  ： 農作物 k の年間摂取量（kg-wet/y） 

mQ  ： 養殖淡水産物 m の摂取量（kg/y） 

nQ  ： 畜産物 n の摂取量（kg/y または L/y） 

vnQ  ： 畜産物 n を生産する家畜の飼料摂取量（kg-dry/d） 

WQ  ： 人の年間飲料水摂取量（m3/y） 

WnQ  ： 畜産物 n の飼育水摂取量（L/d） 

)(iRs  ： 帯水層遅延係数（－） 

ss
s

s
s iKd

f
fiR ρ⋅⋅

−
+= )(11)(  

sf  ： 帯水層空隙率（－） 

sρ  ： 帯水層土壌真密度（g/cm3） 

)(iKds  ： 帯水層土壌に対する核種 i の分配係数（mL/g） 
 

SWR  ： 養殖淡水産物の地下水利用率（－） 

wR  ： 井戸水の混合割合（－） 

AS  ： 農耕作業時の遮へい係数（－） 
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BS  ： 牧畜作業時の遮へい係数（－） 

CS  ： 建設作業時における遮へい係数（－） 

FS  ： 牧畜作業時の遮へい係数（－） 

IS  ： 農耕作業時の遮へい係数（－） 
S L  ： 居住時における遮へい係数（－） 

OS  ： 外部被ばくに対する遮へい係数（－） 

AT  ： 耕作深さ（m） 

CT  ： 覆土厚さ（m） 

)(iTF  ： 土壌から飼料への核種 i の移行係数（Bq/g-dry per Bq/g-dry） 

IT  ： 灌漑水年間生育期間（y） 

)(iTk  ： 土壌から農作物 k への核種 i の移行係数（Bq/g-wet per Bq/g-dry） 

)(iTn  ： 飼料から畜産物 n 中への核種 i の移行係数（d/kg または d/L） 

)(iTSm  ： 核種 i の養殖淡水産物 m への濃縮係数（L/kg） 

UT  ： 建設掘削深さ（m） 

)(iTWn  ： 核種 i の飼育水から畜産物 n への移行係数（d/L または d/kg） 

sU  ： 地下水流速（m/y） 

IkV  ： 農作物 k に対する灌漑水量（m3/m2/y） 

W  ： 廃棄物の総量（g） 
（「非管理区域対象物」量＋放射性廃棄物でない廃棄物量） 

DW  ： 処分場の幅（m） 

BkY  ： 農作物 k の栽培密度（kg/m2） 
 
ギリシア文字小文字 

iη  ： 核種 i の漏出率（y-1） 

)(iR
H
R

c
D

IN
i ⋅=η  

INR  ： 浸透水量（m/y） 

)(iRc  ： 放出係数（－） 

DH  ： 処分場の深さ（m） 
 

eiλ  ： 沈着した核種 i の実効減衰係数（y-1） 

wiiei λλλ +=  
λwi：weathering 効果による植物表面沈着核種 i の除去係数（y-1） 
λi ：核種 i の崩壊定数（y-1） 

iλ  ： 核種 i の崩壊定数（y-1） 
)(/2ln 2/1 iTi=λ  

)(2/1 iT ：核種 i の半減期（y） 
ρ  ： 皮膚に堆積した粉塵の密度（g/cm3） 

Dρ  ： 処分場嵩密度（g/cm3） 
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2.  再利用シナリオ 
 
2.1. 金属再利用に伴う公衆の被ばく 

 
2.1.1. 金属再利用製品中、粉塵中、スラグ中の核種の濃度 
(1) 金属再利用製品中の核種の濃度 

金属再利用製品中の核種の濃度を計算するに当たっては、以下の要素を考慮する必要がある。 
 
 再利用される金属中に占められる「非管理区域対象物」割合 
 「非管理区域対象物」の発生時点から、再利用されるまでの間の時間減衰 
 溶融時の「非管理区域対象物」と一般の金属くずの混合割合 
 溶融時の核種の金属成分（インゴット）等への移行割合 

 
したがって、金属再利用製品中の核種の濃度は、次式により求める。 

)exp()()()( pdiMiMCMwMp tGiTFiCiC ⋅−⋅⋅⋅⋅= λ  ······················································· (49) 

(2) 溶融作業時に発生する粉塵中の核種の濃度 

)exp()()()( pdifdMdMCMwMd tCGiTFiCiC ⋅−⋅⋅⋅⋅⋅= λ  ················································ (50) 

(3) 溶融作業時に発生するスラグ中の核種の濃度 

)exp()()()( pdifsMsMCMwMs tCGiTFiCiC ⋅−⋅⋅⋅⋅⋅= λ  ················································· (51) 

 
2.1.2. 再利用製品の使用に伴う外部被ばく 

製品利用中の放射能の減衰を考慮している。 

ii

ii
extpMppext t

tiDFtiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(,  ······················································· (52) 

 
2.1.3. 再利用製品の利用に伴う経口摂取による被ばく 

金属再利用製品であるフライパンを用いて調理することにより、食物に核種が混入し、その食

物を摂取することにより想定される内部被ばく線量を求める。 

ii

ii
ingfFefCMpfing t

tiDFtARiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λρ )exp(1)()()(, ····································· (53) 

 
2.1.4. スクラップ作業場からの排気による周辺居住者の吸入摂取による内部被ばく 

スクラップ作業場周辺に居住する周辺居住者が、工場から排出される粉塵を吸入することによ

る内部被ばく線量を求める。この経路は子どもについても評価する。評価対象とするプロセスは、

粉塵の発生量が最も大きいと考えられる金属の溶融処理作業とする。 
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拡散条件は、煙突の高さ、気象条件等によって大きく異なることから、一義的に選定すること

が困難である。そこで、工場から排出された粉塵は、評価地点においては大気環境基準に定めら

れた屋外における浮遊粒子状物質濃度に対する基準値まで拡散されるものと仮定する。以下、ス

クラップ作業場での排気による空気中粉塵の濃度の考え方は同じである。 

ii

ii
inhRRinhdustLMdsinh t

tiDFtBffiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,,  ·································· (54) 

 
2.1.5. スクラップ作業場からの排気による周辺居住者の経口摂取による内部被ばく 

スクラップ作業場周辺に居住する周辺居住者が、工場から排出される粉塵によって汚染された

農作物（葉菜）を摂取することによる内部被ばく線量を求める。この経路は子どもについても評

価する。農作物への核種の移行計算に当たっては、農作物への直接沈着と農地に沈着した後の根

を通じた農作物への吸収を考慮する。 
(1) 農地土壌中の核種の濃度 

PTffiCfViC
i

Oi
rsMdRgS







 ⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅=
λ
λ )exp(1)()(  ············································· (55) 

(2) 農作物中の核種の濃度 

dt
ei

Eei

Bk

v
MdRgkSVk ffT

Y
fiCfViTiCiC ⋅⋅







 ⋅−−
⋅⋅⋅⋅+⋅=

λ
λ )exp(1)()()()(  ························· (56) 

(3) 農作物を摂取することによる内部被ばく線量 

∑ ⋅






 ⋅
−⋅⋅⋅=

k
ing

vki
kkVkving iDF

t
GQiCiD )(

365
exp)()(,

λ
 ··········································· (57) 

なお、市場係数と輸送時間は、埋設処分に係る線量計算と同様に、それぞれ保守的に１及び０

と選定すると、上式は以下のようになる。 

∑ ⋅⋅=
k

ingkVkving iDFQiCiD )()()(,  ···································································· (58) 
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2.2. コンクリート再利用に伴う公衆の被ばく 
 

この経路は、コンクリートの再利用製品の使用に伴う外部被ばく線量と、再利用のための処理

に伴う作業場周辺に居住する人の内部被ばく線量を評価する。この経路は子どもについても評価

する。 
 
2.2.1. 壁材等の建築材料中の核種の濃度 

c

g
rcCCpdiGCwCp

F
FFtGiCiC

ρ
λ ⋅⋅⋅⋅−⋅⋅= )exp()()(  ···················································· (59) 

 
2.2.2. 再利用コンクリート製品の使用に伴う外部被ばく 

ii

ii
extpCpCpext t

tiDFtiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(,  ······················································· (60) 

 
2.2.3. スクラップ作業場からの排気に伴う周辺居住者の吸入による内部被ばく 
(1) コンクリートの前処理作業時に発生する粉塵中の核種の濃度 

)exp()()( pdiBCCCwCd tGFiCiC ⋅−⋅⋅⋅= λ  ································································ (61) 

(2) コンクリートの前処理に伴って発生する粉塵の吸入による周辺居住者の内部被ばく線量 

ii

ii
inhRRinhdustLCdsinh t

tiDFtBffiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,,  ·································· (62) 

 
2.2.4. スクラップ作業場からの排気に伴う周辺居住者の経口摂取による被ばく 

コンクリートの前処理の工場から排出される粉塵によって汚染された農作物（葉菜）を摂取す

ることによる内部被ばく線量を求める。農作物への核種の移行計算に当たっては、農作物への直

接沈着と農地に沈着した後の根を通じた農作物への吸収を考慮する。 
(1) 農地土壌中の核種の濃度 

PTffiCfViC
i

Oi
rsCdRgCS







 ⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅=
λ
λ )exp(1)()(  ··········································· (63) 

(2) 農作物中の核種の濃度 

dt
ei

Eei

Bk

v
CdRgkCSCVk ffT

Y
fiCfViTiCiC ⋅⋅







 ⋅−−
⋅⋅⋅⋅+⋅=

λ
λ )exp(1)()()()(  ····················· (64) 
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(3) 農作物を摂取することによる内部被ばく線量 

∑ ⋅





 ⋅
−⋅⋅⋅=

k
ing

vki
kkCVkCving iDFtGQiCiD )(

365
exp)()(,

λ
 ··········································· (65) 

なお、市場係数と輸送時間は、埋設処分に係る線量計算と同様に、それぞれ保守的に１及び０

と選定すると、上式は以下のようになる。 

∑ ⋅⋅=
k

ingkCVkCving iDFQiCiD )()()(,  ····································································· (66) 

 
2.3. 金属再利用処理に伴う作業者の被ばく 

 
金属再利用処理の経路では対象物そのものが線源となるので、対象物中の核種の濃度をそのま

ま用いる。ただし、対象物は、「非管理区域対象物」が「放射性廃棄物でないもの」や一般の金

属くずと混合されるものとする。 
 
2.3.1. スクラップ輸送作業（積み下ろし、運搬）に伴う外部被ばく線量 

ii

ii
extOOMCMwOext t

tiDFtSFiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅′⋅=

λ
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2.3.2. スクラップ輸送作業（積み下ろし）における皮膚汚染による皮膚被ばく線量 

ii

ii
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⋅
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2.3.3. スクラップ輸送作業（積み下ろし）に伴い発生する粉塵吸入による内部被ばく線量 

ii

ii
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2.3.4. スクラップ輸送作業（積み下ろし）に伴う汚染物質の直接経口摂取による内部被ばく線量 

ii

ii
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 ································· (70) 

 
2.3.5. スクラップ前処理に伴う外部被ばく線量 
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ii
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2.3.6. スクラップ前処理に伴う皮膚汚染による皮膚被ばく線量 

ii
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2.3.7. スクラップ前処理作業に伴い発生する粉塵吸入による内部被ばく線量 
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2.3.8. スクラップ前処理作業に伴い発生する汚染物質の直接経口摂取による内部被ばく線量 

ii
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2.3.9. スクラップ溶融・鋳造に伴う外部被ばく線量 
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2.3.10. スクラップ溶融・鋳造における皮膚汚染による皮膚被ばく線量 
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2.3.11. スクラップの溶融・鋳造作業に伴う汚染物質の直接経口摂取による内部被ばく線量 
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2.3.12. スラグ処理作業における皮膚汚染による皮膚被ばく線量 
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2.3.13. スラグ処理作業に伴い発生するスラグ吸入による内部被ばく線量 
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2.3.14. スラグ処理作業に伴い発生する汚染物質の直接経口摂取による内部被ばく線量 

ii
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2.3.15. 金属再利用の製品加工に伴う外部被ばく線量 
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2.3.16. 金属再利用の製品加工における皮膚汚染による皮膚被ばく線量 

ii

ii
skinOskindustdustMCMiMwskin t

tiDFtfLFGiTiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λρ )exp(1)()()()( ,  ···················· (82) 

 
2.3.17. 製品加工に伴う粉塵の吸入による内部被ばく線量 
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2.3.18. 製品加工に伴う汚染物質の直接経口摂取による内部被ばく線量 
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2.4. 金属再利用に伴う作業者の被ばく 

 
2.4.1. 再利用製品の使用に伴う外部被ばく 

金属再利用製品（トラック、オートバイ、船舶、机、ＮＣ旋盤）の使用に伴う外部被ばく線量

を求める。 
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2.4.2. スラグの再利用に伴う外部被ばく 

金属の溶融過程で生じたスラグをアスファルト用の粗骨材に用いた駐車場での労働者の外部被

ばく線量を求める。 
(1) 金属の溶融過程で生じたスラグを粗骨材としたアスファルト中の核種 i の濃度 

AsMsA FiCiC ⋅= )()(  ···························································································· (86) 
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(2) 金属の溶融過程で生じたスラグを粗骨材としたアスファルトを用いた駐車場での労働者の外

部被ばく 
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2.5. コンクリート再利用処理に伴う作業者の被ばく 

 
2.5.1. コンクリートを再利用する際の作業に伴う外部被ばく線量 
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2.5.2. コンクリートを再利用する際の作業における皮膚汚染による皮膚被ばく線量 
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2.5.3. コンクリートを再利用する際の作業に伴う粉塵の吸入による内部被ばく線量 
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2.5.4. コンクリートを再利用する際の作業に伴う汚染物質の直接経口摂取による内部被ばく線量 
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2.6. コンクリート再利用に伴う作業者の被ばく 

 
2.6.1. コンクリート再利用に伴う外部被ばく 

再利用したコンクリートをアスファルト用の粗骨材に用いた駐車場での労働者の外部被ばく線

量を求める。 
(1) 再利用したコンクリートを粗骨材としたアスファルト中の核種 i の濃度 

ACCCpdiSCwA FFtGiCiC ⋅⋅⋅−⋅⋅= )exp()()( λ  ··························································· (92) 

 
(2) 再利用したコンクリートを粗骨材としたアスファルトを用いた駐車場での外部被ばく線量 
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2.7. 変数リスト（再利用・再使用に係る経路の計算モデル式） 
 

※変数はアルファベット順に記載 

小文字 

ingCf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（経口摂取）（－） 

df  ： 調理前洗浄等による粒子状物質の残留比（－） 

inhdustf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（吸入摂取）（－） 

skindustf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（皮膚被ばく）（－） 

Lf  ： 居住時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

Of  ： 作業時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

Rf  ： スクラップ作業場周辺の空気中粉塵濃度（g/m3） 

sf  ： 粉塵の地表面への沈着割合（－） 

tf  ： 農作物の栽培期間年間比（－） 

rf  ： 沈着した核種のうち残存する割合（－） 

vf  ： 核種の農作物表面への沈着割合（－） 

q  ： 粉塵の摂取率（g/h） 

it  ： 被ばく中の減衰期間（y）（1 年） 

ft  ： フライパンを使った年間調理時間（h/y） 

Ot  ： 作業に伴う年間被ばく時間（h/y） 

pt  ： 再利用製品年間使用時間（h/y） 

pdt  ： 搬出された後から再利用されるまでの時間（y） 

Rt  ： 年間居住時間（h/y） 

ut  ： 年間使用時間（h/y） 

vkt  ： 農作物 k の輸送時間（d） 

 
大文字 

fA  ： フライパンの表面積（cm2） 

OB  ： 作業者の呼吸量（m3/h） 

RB  ： 居住者の呼吸量（m3/h） 

)(iCA  ： アスファルト中の核種iの濃度（Bq/g） 

)(iCCd  ： 粉塵中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCCp  ： 建築材料中の核種iの濃度(Bq/g) 

)(iCCS  ： 核種 i の土壌中濃度（Bq/kg） 

)(iCCVk  ： 農作物 k 中における核種 i の濃度（Bq/kg） 

)(iCCw  ： 再利用される「非管理区域対象物」（コンクリート）中の核種iの濃度
(Bq/g) 

fdC  ： 粉塵への核種の見かけ上の濃縮係数（－） 



JAEA-Technology 2013-033 

- 51 - 

fsC  ： スラグへの核種の見かけ上の濃縮係数（－） 

)(iCMd  ： 粉塵中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCMp  ： 金属再利用製品 p 中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCMr  ： 再使用品の核種iの濃度（Bq/g） 

)(iCMs  ： スラグ中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCMw  ： 再利用される「非管理区域対象物」（金属）中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCS  ： 核種 i の土壌中濃度（Bq/kg） 

)(iCVk  ： 農作物 k 中における核種 i の濃度（Bq/kg） 

)(iDdirect  ： 作業における核種iによる直接経口摂取被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD Cpext  ： 再利用コンクリート製品の使用に伴う核種 i による外部被ばく線量 
（μSv/y） 

)(, iD Oext  ： 作業時における核種iによる外部被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD pext  ： 再利用製品の使用に伴う核種 i による外部被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD uext  ： 再使用に伴う核種 i による外部被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD fing  
： フライパンの利用に伴う核種 i による経口摂取被ばく線量 

（μSv/y） 
)(, iD Cving  ： 農作物の経口摂取に伴う核種 i による内部被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD ving  ： 農作物の経口摂取に伴う核種 i による内部被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD Oinh  ： 作業時における核種iによる吸入被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD sinh  ： 吸入摂取に伴う核種 i による吸入被ばく線量（μSv/y） 

)(iDskin  ： 核種iによる皮膚汚染による皮膚被ばく線量（μSv/y） 

)(iDFext  ： 核種 i の外部被ばくに対する線量換算係数（μSv/h per Bq/g） 

)(iFD ext′  ： 再使用品からの核種 i の外部被ばく線量換算係数 
（μSv/h per Bq/g） 

)(iDFing  ： 核種 i の経口摂取に対する線量係数（μSv/Bq） 

)(iDFinh  ： 核種 i の吸入摂取に対する線量係数（μSv/Bq） 

)(iDFskin  ： 核種iの皮膚汚染による皮膚被ばくに対する線量換算係数（β線、γ線

に対する換算係数の和）（μSv/h per Bq/cm2） 

ACF  ： アスファルトへのコンクリートの混合割合（－） 

AsF  ： アスファルトへのスラグの混合割合（－） 

CCF  ： 再利用されるコンクリート中の「非管理区域対象物」割合（－） 

gF  ： 建築材料中に占める粗骨材の量（g/cm3） 

MCF  ： 再利用される金属中の「非管理区域対象物」割合（スクラップ輸送作

業以外）（－） 

MCF ′  ： 再利用される金属中の「非管理区域対象物」割合（スクラップ輸送作

業） （－） 

rcF  ： 再生粗骨材使用割合（－） 

BG  ： 再利用コンクリート塊の市場係数（－） 
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GG  ： 再生粗骨材の市場係数（－） 

kG  ： 農作物 k の市場係数（－） 

MG  ： 再利用金属の市場係数（－） 

SG  ： 再利用コンクリート粗骨材の市場係数（－） 

dustL  ： 皮膚に堆積した粉塵の厚さ（cm） 

P  ： 土壌実効表面密度（kg/m2） 

kQ  ： 農作物 k の年間摂取量（kg/y） 

CR  ： 鉄の腐食速度（cm/h） 

OS  ： 作業時の外部被ばくに対する遮へい係数（－） 

)(iTd  ： 核種 i が溶融過程で粉塵中に移行する割合（－） 

ET  ： 農作物の成育時間（y） 

)(iTi  ： 核種 i が溶融過程でインゴット中に移行する割合（－） 

)(iTk  ： 土壌から農作物 k への核種 i の移行係数（Bq/kg-農作物 per Bq/kg-土壌） 

OT  ： 核種の放出期間（y） 

)(iTs  ： 核種 i が溶融過程でスラグ中に移行する割合（－） 

gV  ： 沈着速度（m/y） 

BkY  ： 農作物 k の栽培密度（kg/m2） 

 
ギリシア文字小文字 

eiλ  ： 沈着した核種 i の実効減衰係数（y-1） 

iwiei λλλ +=  
ただし、 

iwλ ：weathering 効果による植物表面沈着核種の除去係数（y-1） 

iλ  ： 核種 i の崩壊定数（y-1） 
)(/2ln 2/1 iTi =λ  

)(2/1 iT ：核種 i の半減期（y） （以下同様） 
ρ  ： 皮膚に堆積した粉塵の密度（g/cm3） 

cρ  ： 建築材料の密度（g/cm3） 

Feρ  ： 鉄の密度（g/cm3） 
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3.  焼却シナリオ 
 
3.1. 可燃物等の運搬に伴う評価経路 

 
この評価経路では、RI 汚染物となる可燃物等が線源となるので、被ばく評価にあたっては RI

汚染物中に含まれる放射性核種（以下、「核種」という。）の濃度をそのまま用いる。ただし、

「非管理区域対象物」は、「放射性廃棄物でない廃棄物」と混合することも想定する。 
 
3.1.1. 可燃物等の積み下ろし作業者及び運搬作業者（直接線・外部被ばく） 
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3.1.2. 可燃物等の積み下ろし作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 
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3.1.3. 可燃物等の積み下ろし作業者（直接経口摂取による内部被ばく） 
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3.1.4. 可燃物等の積み下ろし作業者（皮膚汚染による皮膚被ばく） 

ii

ii
skinOskindustdustWskin t

tiDFtfLiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λρ )exp(1)()()( ,  ............................... (97) 

 
3.2. 焼却処理施設の運転に伴う評価経路 

 
焼却処理施設の運転に伴う評価経路として、焼却炉の補修作業者が被ばくする経路及び焼却炉

からの排気により周辺居住者が被ばくする経路について被ばく線量を評価する。 
 
3.2.1. 焼却炉の補修作業者（直接線・外部被ばく） 
(1) 焼却炉壁の表面汚染密度 

焼却炉壁の表面汚染密度の評価式は、炉壁に付着した灰の放射能による作業者の被ばく線量を

評価する上で必要な、焼却炉壁の核種の表面汚染密度を求めるための式であり、以下の点を考慮

している。 
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 「非管理区域対象物中の核種 i の濃度」と「１年間に焼却処理される非管理区域対象物（可

燃物等）の重量」から、焼却炉に１年間に投入される核種 i の放射能量を求める。 
 1 から「核種 i が排気に移行する割合」を引いた値を乗じることにより、焼却過程で焼却灰

に残存する核種 i の放射能量を求める。 
 「焼却炉壁に付着する割合」を乗じることにより、焼却炉から焼却灰を取り出した後に、

焼却炉壁に付着している焼却灰中の核種 i の放射能量を求める。 
 上記の核種 i の放射能量を、焼却炉壁の表面積で割ることにより、焼却炉壁の表面汚染密

度を計算する。 

4

3

10
))(1(10)()(

⋅
⋅−⋅⋅⋅

=
S

fifWiCiC dwIIWO
I  ....................................................................... (98) 

(2) 焼却炉の補修作業者（直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extOOIext t

tiDFtSiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(  ......................................................... (99) 

 
3.2.2. 焼却炉の補修作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 
(1) 焼却灰中の核種濃度 

焼却灰中の核種の濃度の評価式は、焼却処理により発生する焼却灰に含まれる核種の放射能濃

度を求めるものであり、以下の点を考慮している。 
 
 焼却炉に投入される過程での他の廃棄物（対象施設以外から持ち込まれた可燃物等）との

混合を考慮する。 
 焼却処理で減重比（可燃物が灰となった際に重量が減少する割合）を考慮する。 
 1 から「核種 i が排気に移行する割合」を引いた値を乗じることにより、焼却過程で焼却灰

に残存する割合を考慮する。 

))(1()()( ifFViCiC ICIIWA −⋅⋅⋅=  .................................................................................. (100) 

(2) 焼却炉の補修作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 

ii

ii
inhOOinhdustdustAinh t

tiDFtBfCiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( , ................................ (101) 

 
3.2.3. 焼却炉の補修作業者（直接経口摂取による内部被ばく） 

ii

ii
ingOingCAdirect t

tiDFtqfiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,  ............................................ (102) 

 
3.2.4. 焼却炉の補修作業者（皮膚汚染による皮膚被ばく） 

ii

ii
skinOskindustdustAskin t

tiDFtfLiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λρ )exp(1)()()( ,  .............................. (103) 
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3.3. 焼却炉からの排気に伴う経路 
 

焼却炉周辺の居住者に対しては、焼却炉の排気（プルーム）からの直接線による外部被ばく、

焼却炉からの排気を吸入することによる内部被ばく、土壌に沈着した核種からの直接線による外

部被ばく、農作物（葉菜）を摂取することによる内部被ばく、畜産物を摂取することによる内部

被ばくについて被ばく線量を評価する。これらの評価経路では子どもに対する評価も行う。 
 
3.3.1. 焼却炉の周辺居住者（プルーム・外部被ばく） 
(1) 空気中の核種濃度 

空気中の核種の濃度の評価式は、廃棄物中の核種が焼却処理により排気に移行し、煙突から大

気中に放出された時の大気中の放射能濃度を考慮するものであり、以下の点を考慮している。 
 
 焼却炉に投入される過程での他の廃棄物（対象施設以外から持ち込まれた可燃物等）との

混合を考慮する。 
 「核種 i が排気に移行する割合」を乗じることにより、焼却過程で排気中に移行する割合

を考慮する。 
 「焼却処理能力」を乗じることにより、単位時間あたりに大気中に放出する核種 i の放射

能量を求める。 
 単位時間あたりに放出される核種 i の放射能量 (Bq/s)と、線量影響を及ぼす地点における

空気中の濃度 (Bq/m3)の比である「大気中での分散係数」を乗じることにより、大気中に

おける分散過程を考慮する。 

)()()( iCFRifiC WCIIAir ⋅⋅⋅⋅= χ  .................................................................................... (104) 

(2) 焼却炉の周辺居住者（プルーム・外部被ばく） 

ii

ii
pextRRAirext t

tiDFtSiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,

 ...................................................... (105) 

 
3.3.2. 焼却炉の周辺居住者（粉塵吸入による内部被ばく） 

ii

ii
inhRRinhdustAirinh t

tiDFtBfiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,

 ....................................... (106) 

 
3.3.3. 焼却炉の周辺居住者（地表面直接線・外部被ばく） 

焼却炉周辺に居住する周辺居住者が、焼却炉から排出される粉塵が地表面に沈着して、それに

含まれている核種からの直接線による外部被ばく線量を評価する。 
(1) 土壌中の核種の濃度 

PTffiCViC
i

Oi
rsAirgS







 ⋅−−

⋅⋅⋅⋅=
λ
λ )exp(1)()(

 .................................................... (107) 
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(2) 焼却炉の周辺居住者（地表面直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extRRSext t

tiDFtSiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(

 ........................................................ (108) 

 
3.3.4. 焼却炉周辺の農作物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 

焼却炉周辺の居住者が、焼却炉から排出される粉塵によって汚染された農作物（葉菜）を摂取

することによる内部被ばく線量を評価する。農作物（葉菜）への核種の移行計算に当たっては、

農作物（葉菜）への直接沈着と農地に沈着した後の根を通じた農作物（葉菜）への吸収を考慮す

る。 
(1) 農作物中の核種の濃度 

dt
ei

Eei

B

v
AirgVSV ffT

Y
fiCViTiCiC ⋅⋅







 ⋅−−
⋅⋅⋅+⋅=

λ
λ )exp(1)()()()(

 ......................... (109) 

(2) 焼却炉周辺の農作物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 

)(
365

exp)()( iDFtGQiCiD ing
vi

VVVing ⋅





 ⋅
−⋅⋅⋅=
λ

 ....................................................... (110) 

市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に 1 及び 0 と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

)()()( iDFQiCiD ingVVing ⋅⋅=
 .......................................................................................... (111) 

 
3.3.5. 焼却炉周辺の畜産物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 

焼却炉から排出された核種が付着した農作物（飼料）を摂取した畜産物（鶏卵、牛乳、牛肉、

豚肉及び鶏肉）を摂取することによる被ばく線量を評価する。この経路は子どもについても評価

する。農業用水及び飼育に使われる用水には核種が含まれていないものとする。 
(1) 飼料中の核種の濃度 

t
ei

Eei

B

v
AirgFSVF fT

Y
fiCViTiCiC ⋅







 ⋅−−
⋅⋅⋅+⋅=

λ
λ )exp(1)()()()(

 .............................. (112) 

(2) 畜産物中の核種の濃度 

vnVFFnFn QiCMiTiC ⋅⋅⋅= )()()(  ...................................................................................... (113) 

(3) 焼却炉周辺の畜産物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 

)(
365

exp)()(, iDFtGQiCiD ing
n

Fni
nnFnFing ∑ ⋅






 ⋅
−⋅⋅⋅=
λ

 ............................................... (114) 
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市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

)()()(, iDFQiCiD ing
n

nFnFing ∑ ⋅⋅=
 ................................................................................... (115) 

 
3.4. 焼却灰の埋立作業に伴う評価経路 

 
3.4.1. 焼却灰中の核種の濃度 

))(1()()( ifFViCiC ICIIWA −⋅⋅⋅=  ................................................................................. (116) 

焼却灰の搬出を想定した場合、焼却灰中の核種の濃度は(21)式により求める。 

)()( iCiC WA =  ................................................................................................................... (117) 

 
3.4.2. 焼却灰の積み下ろし作業者、運搬作業者及び埋立作業者（直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extOOAext t

t
iDFtSiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()(

 ....................................................... (118) 

 
3.4.3. 焼却灰の積み下ろし作業者及び埋立作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 

ii

ii
inhOOinhdustdustAinh t

t
iDFtBfCiCiD

⋅
⋅−−

⋅⋅⋅⋅⋅⋅=
λ

λ )exp(1
)()()( ,

 ............................. (119) 

 
3.4.4. 焼却灰の積み下ろし作業者及び埋立作業者（直接経口による内部被ばく） 

ii

ii
ingOingCAdirect t

tiDFtqfiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,

 .......................................... (120) 

 
3.4.5. 焼却灰の積み下ろし作業者及び埋立作業者（皮膚汚染による皮膚被ばく） 

ii

ii
skinOskindustdustAskin t

tiDFtfLiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λρ )exp(1)()()( ,

 ................................ (121) 
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3.5. 溶融炉の補修に伴う評価経路 
 

溶融炉の補修作業者については、溶融炉底部に残存した溶融固化物中の核種からの外部被ばく、

溶融固化物から飛散した粉塵を吸入することによる内部被ばく、溶融固化物を直接経口摂取する

ことによる内部被ばく及び皮膚汚染による皮膚被ばくについて被ばく線量を評価する。 
 
3.5.1. 溶融炉の補修作業者（直接線・外部被ばく） 
(1) 溶融固化物中の核種の濃度 

))(1()()( ifFViCiC AMAMAMAAM −⋅⋅⋅= ......................................................................... (122) 

(2) 溶融炉の補修作業者（直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extOOAMext t

tiDFtSiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(

 ......................................................... (123) 

 
3.5.2. 溶融炉の補修作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 
(1) 溶融固化物中の核種の濃度 

))(1()()( ifFViCiC AMAMAMAAM −⋅⋅⋅=  ......................................................................... (124) 

(2) 溶融炉の補修作業者（粉塵吸入による内部被ばく） 

ii

ii
inhOOinhdustdustAMinh t

tiDFtBfCiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,

 ................................ (125) 

 
3.5.3. 溶融炉の補修作業者（直接経口による内部被ばく） 

ii

ii
ingOingCAMdirect t

tiDFtqfiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,

 ........................................... (126) 

 
3.5.4. 溶融炉の補修作業者（皮膚汚染による皮膚被ばく） 

ii

ii
skinOskindustdustAMskin t

tiDFtfLiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λρ )exp(1)()()( ,

 .............................. (127) 

 
3.6. 溶融炉からの排気に伴う経路 

 
溶融炉周辺の居住者に対しては、溶融炉の排気（プルーム）からの直接線による外部被ばく、

溶融炉からの排気を吸入することによる内部被ばく、土壌に沈着した核種からの直接線による外

部被ばく、農作物（葉菜）を摂取することによる内部被ばく、畜産物を摂取することによる内部

被ばくについて被ばく線量を評価する。これらの評価経路では子どもに対する評価も行う。 
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3.6.1. 溶融炉の周辺居住者（プルーム・外部被ばく） 
(1) 空気中の核種の濃度 

)()()( iCFRifiC AAMAMAMAir ⋅⋅⋅⋅= χ  ............................................................................. (128) 

(2) 溶融炉の周辺居住者（プルーム・外部被ばく） 

ii

ii
pextRRAirext t

tiDFtSiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,

 ...................................................... (129) 

 
3.6.2. 溶融炉の周辺居住者（粉塵吸入による内部被ばく） 

ii

ii
inhRRinhdustAirinh t

tiDFtBfiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()( ,

 .......................................... (130) 

 
3.6.3. 溶融炉の周辺居住者（地表面直接線・外部被ばく） 

溶融炉周辺に居住する周辺居住者が、地表面に沈着した核種からの直接線による被ばく線量を

評価する。 
(1) 土壌中の核種の濃度 

PTffiCViC
i

Oi
rsAirgS







 ⋅−−

⋅⋅⋅⋅=
λ
λ )exp(1)()(

 ....................................................... (131) 

(2) 溶融炉の周辺居住者（地表面直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extRRSext t

tiDFtSiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(

 ............................................................ (132) 

 
3.6.4. 溶融炉周辺の農作物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 

溶融炉周辺の居住者が、溶融炉から排出される粉塵によって汚染された農作物（葉菜）を摂取

することによる内部被ばく線量を評価する。農作物への核種の移行計算に当たっては、農作物へ

の直接沈着と農地に沈着した後の根を通じた農作物への吸収を考慮する。 
(1) 農作物中の核種の濃度 

dt
ei

Eei

B

v
AirgVSV ffT

Y
fiCViTiCiC ⋅⋅







 ⋅−−
⋅⋅⋅+⋅=

λ
λ )exp(1)()()()(

 ............................. (133) 

(2) 溶融炉周辺の農作物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 

)(
365

exp)()( iDFtGQiCiD ing
vi

VVVing ⋅





 ⋅
−⋅⋅⋅=
λ

 ......................................................... (134) 
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市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、(134)式は以下のように

なる。 

)()()( iDFQiCiD ingVVing ⋅⋅=  ........................................................................................... (135) 

 
3.6.5. 溶融炉周辺の畜産物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 

溶融炉から排出された核種が付着した農作物（飼料）を摂取した畜産物を摂取することによる

被ばく線量を評価する。農業用水及び飼育に使われる用水には核種が含まれていないものとする。 
(1) 飼料中の核種の濃度 

t
ei

Eei

B

v
AirgFSVF fT

Y
fiCViTiCiC ⋅







 ⋅−−
⋅⋅⋅+⋅=

λ
λ )exp(1)()()()(

.................................. (136) 

(2) 畜産物中の核種の濃度 

vnVFFnFn QiCMiTiC ⋅⋅⋅= )()()(  ........................................................................................ (137) 

(3) 溶融炉周辺の畜産物摂取者（経口摂取による内部被ばく） 

)(
365

exp)()(, iDFtGQiCiD ing
n

Fni
nnFnFing ∑ ⋅






 ⋅
−⋅⋅⋅=
λ

 ................................................... (138) 

市場係数と輸送時間をそれぞれ保守的に１及び０と選定しているので、上式は以下のようにな

る。 

)()()(, iDFQiCiD ing
n

nFnFing ∑ ⋅⋅=
 ..................................................................................... (139) 

 
3.7. 溶融固化物の埋立作業に伴う評価経路 
 
3.7.1. 溶融固化物中の核種の濃度 

溶融固化物中の核種の濃度は、｢焼却灰中の核種の濃度｣を求めるのと同様の考え方に基づいて

いる。 

))(1()()( ifFViCiC AMAMAMAAM −⋅⋅⋅=  .......................................................................... (140) 

 
3.7.2. 溶融固化物の積み下ろし作業者及び運搬作業者（直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extOOAMext t

tiDFtSiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(

 ....................................................... (141) 
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3.8. 溶融固化物の再利用に伴う評価経路 
 

溶融固化物を再利用した溶融固化物を骨材に使用した駐車場での作業者の外部被ばく線量およ

び溶融固化物を再利用した壁材等からの外部被ばく線量を求める。 
 
3.8.1. 再利用者（溶融固化物を再利用した駐車場からの直接線・外部被ばく） 
(1) 溶融固化物を再利用したコンクリート中の核種の濃度 

AMCpdiAMAMC FtGiCiC ,)exp()()( ⋅⋅−⋅⋅= λ  ................................................................... (142) 

(2) 再利用者（溶融固化物を再利用した駐車場からの直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extOCext t

tiDFtiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(

 ................................................................ (143) 

 
3.8.2. 再利用者（溶融固化物を再利用した壁材等からの直接線・外部被ばく） 
(1) 溶融固化物を再利用した壁材中の核種の濃度 

c

g
rcpdiGAMCp

F
FtGiCiC

ρ
λ ⋅⋅⋅−⋅⋅= )exp()()(

 ............................................................... (144) 

(2) 再利用者（溶融固化物を再利用した壁材等からの直接線・外部被ばく） 

ii

ii
extpCpext t

tiDFtiCiD
⋅

⋅−−
⋅⋅⋅=

λ
λ )exp(1)()()(

 ............................................................... (145) 
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3.9. 変数リスト（焼却処理に係る経路の計算モデル式） 
 

※変数はアルファベット順に記載 

小文字 
)(if AM  ： 溶融処理において核種 i が排気に移行する割合（－） 

ingCf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（経口摂取）（－） 

df  ： 調理前洗浄等による粒子状物質の残留比（－） 

inhdustf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（吸入摂取）（－） 

skindustf ,  ： 微粒子への放射性物質の濃縮係数（皮膚被ばく）（－） 

dwf  ： 焼却炉壁に付着する割合（－） 

)(if I  ： 核種 i が排気に移行する割合（－） 

sf  ： ダストの地表面への沈着割合（－） 

tf  ： 農作物の栽培期間年間比（－） 

rf  ： 沈着した核種のうち残存する割合（－） 

vf  ： 核種の農作物（葉菜）表面への沈着割合（－） 

q  ： 汚染物質の摂取率（g/h） 
S  ： 焼却炉壁の表面積（m2） 

Fnt  ： 畜産物 n の輸送時間（d） 

it  ： 被ばく中の減衰期間（y）（1年） 

Ot  ： 年間作業時間（h/y） 

pt  ： 再利用製品年間使用時間（h/y） 

pdt  ： 搬出後から再利用されるまでの時間（y） 

Rt  ： 年間居住時間（h/y） 

vt  ： 農作物（葉菜）の輸送時間（d） 

 
大文字 

OB  ： 作業者の呼吸量（m3/h） 

RB  ： 周辺居住者の呼吸量（m3/h） 

)(iCA  ： 焼却灰中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCAir  ： 空気中の核種 i の濃度（Bq/m3） 

)(iCAM  ： 溶融固化物中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCC  ： コンクリート中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iCCp  ： 壁材中の核種 i の濃度（Bq/g） 

dustC  ： 作業時の空気中粉塵濃度（g/m3） 

)(iCFn  ： 畜産物 n 中の核種 i の濃度（Bq/kg または Bq/L） 

)(iCI  ： 焼却炉壁の核種 i の表面汚染密度（Bq/cm2） 

)(iCS  ： 核種 i の土壌中の濃度（Bq/kg） 
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)(iCV  ： 農作物（葉菜）中における核種 i の濃度（Bq/kg） 

)(iCVF  ： 農作物（飼料）中における核種 i の濃度（Bq/kg） 

)(iCW  ： 「放射性廃棄物でない廃棄物」と「非管理区域対象物」を混合した廃

棄物中の核種 i の濃度（Bq/g） 
CW(i)＝CWO(i)・FWC 
FWC ：廃棄物中に占められる「非管理区域対象物」の割合（－） 

)(iCWO  ： 「非管理区域対象物」中の核種 i の濃度（Bq/g） 

)(iDdirect  ： 作業時における核種 i による直接経口摂取被ばく線量（μSv/y） 

)(iDext  ： 作業時における核種 i による外部被ばく線量（μSv/y） 

)(iDing  ： 農作物摂取に伴う核種 i の経口摂取による内部被ばく線量（μSv/y） 

)(, iD Fing  ： 畜産物摂取に伴う核種 i による内部被ばく線量（μSv/y） 

)(iDinh  ： 作業時における核種 i による吸入被ばく線量（μSv/y） 

)(iDskin  ： 作業時における核種 i による皮膚汚染による皮膚被ばく線量（μSv/y） 

)(iDFext  ： 核種 i の外部被ばくに対する線量換算係数（μSv/h per Bq/g） 

)(, iDF pext  ： プルームからの核種 i の外部被ばくに対する線量換算係数 
（μSv/h per Bq/m3） 

)(iDFing  ： 核種 i の経口摂取の内部被ばく線量係数（μSv/Bq） 

)(iDFinh  ： 核種 i の吸入被ばくに対する線量係数（μSv/Bq） 

)(iDFskin  ： 核種 i の皮膚汚染による皮膚被ばく線量換算係数（μSv/h per Bq/cm2） 

AMF  ： 溶融炉での他の焼却灰との混合割合（－） 

AMCF ,  ： コンクリートへの溶融固化物の混合割合（－） 

CIF  ： 焼却炉での他の廃棄物との混合割合（－） 

gF  ： 建築材料中に占める骨材の量（g/cm3） 

rcF  ： 再生骨材使用割合（－） 

AMG  ： 再利用した溶融固化物からなる骨材の市場係数（－） 

GG  ： 再生骨材の市場係数（－） 

nG  ： 畜産物 n の市場係数（－） 

VG  ： 農作物（葉菜）の市場係数（－） 

dustL  ： 皮膚に堆積した粉塵の厚さ（cm） 

FM  ： 核種を含む飼料の混合割合（－） 

P  ： 土壌実効表面密度（kg/m2） 

nQ  ： 畜産物 n の摂取量（kg/y または L/y） 

VQ  ： 農作物（葉菜）の年間摂取量（kg/y） 

vnQ  ： 畜産物 n を生産する家畜の飼料摂取量（kg-dry/d） 

R  ： 焼却処理能力（g/s） 

AMR  ： 溶融処理能力（g/s） 

OS  ： 外部被ばくに対する遮へい係数（－） 
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RS  ： 居住時における遮へい係数（－） 

ET  ： 農作物（葉菜）の生育期間（y） 

)(iTF  ： 土壌から農作物への核種 i の移行係数（Bq/kg-農作物 per Bq/kg-土壌） 

)(iTn  ： 飼料から畜産物 n 中への核種 i の移行係数（d/kg または d/L） 

OT  ： 核種の放出期間（y） 

)(iTV  ： 土壌から農作物（葉菜）への核種 i の移行係数 
（Bq/kg-農作物 per Bq/kg-土壌） 

AMV  ： 溶融処理に伴う廃棄物の減重比（－） 

gV  ： 沈着速度（m/y） 

IV  ： 焼却処理に伴う廃棄物の減重比（－） 

IW  ： １年間に焼却処理される「非管理区域対象物」の重量（kg） 

BY  ： 農作物（葉菜）の栽培密度（kg/m2） 

 
ギリシア文字小文字 

eiλ  ： 沈着した核種 i の実効減衰係数（y-1） 

iwiei λλλ +=  
ただし、 

iwλ ：weathering 効果による植物表面沈着核種の除去係数（y-1） 

iλ  ： 核種 i の崩壊定数（y-1） 
)(/2ln 2/1 iTi=λ  

)(2/1 iT ：核種 i の半減期（y）（以下同様） 
ρ  ： 皮膚に堆積した粉塵の密度（g/cm3） 

cρ  ： 建築材料の密度（g/cm3） 

χ  ： 大気中での分散係数（s/m3） 
 
参考文献 
1) IAEA：“Exemption of Radiation Sources and Practices from Regulatory Control”, IAEA –TECDOC 

-401, (1987). 
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Appendix-II 評価パラメータ一覧 
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Table 1 埋設処分に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（１／５） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

混合率 ― 非管理区域の廃棄物であり混合は想定できない

ため 1 に設定した。 
1 

積み下ろし作業時の遮

へい係数 ― IAEA-TECDOC-401（Co-60）1) 0.4 

積み下ろし年間作業時

間 
h/y 

国土交通省土木工事積算基準に示された標準作業

量を参考に 1 日当たりの作業量を 100ton、1 日 8
時間労働として、対象物量に応じて以下の通り計

算し、その結果を丸めて選定した。 
2,200(ton/y)÷100(ton/d)×8(h/d)＝176=>180(h/y) 

180 

積み下ろし作業時の粉

塵濃度 
g/m3 NUREG/CR-3585 2) 

IAEA-TECDOC-401 5E-4 

作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ.23 3)で示されている標準人の労働（軽作

業）時の呼吸量の数値 20L/min を基に算定した。* 1.2 

微粒子への放射性物質

の濃縮係数（吸入摂取） ― IAEA Safety Report Series No.44 4) 4 

皮膚に堆積した粉塵の

厚み 
cm IAEA Safety Report Series No.44 0.01 

皮膚に堆積した粉塵の

密度 
g/cm3 IAEA-TECDOC-401 2 

微粒子への放射性物質

の濃縮係数（皮膚被ば

く） 
― IAEA Safety Report Series No.44 2 

微粒子への放射性物質

の濃縮係数（経口摂取） ― IAEA Safety Report Series No.44 2 

粉塵の経口摂取率 g/h IAEA S.S. No.111-P-1.1 5) 0.01 
運搬作業時の遮へい係

数 ― NUREG/CR-0134（Co-60）6) 0.9 

運搬年間作業時間 h/y 

国土交通省土木工事積算基準に示された標準作業

量を参考に 1 日当たりの作業量を 100ton、1 日 8
時間労働として、対象物量に応じて以下の通り計

算し、その結果を丸めて選定した。 
2,200(ton/y)÷100(ton/d)×8(h/d)＝176=>180(h/y) 

180 

埋立作業時の遮へい係

数 ― IAEA-TECDOC-401（Co-60） 0.4 

埋立年間作業時間 h/y 

国土交通省土木工事積算基準に示された標準作業

量を参考に 1 日当たりの作業量を 100ton、1 日 8
時間労働、調査した施設の年間埋設量から算出し

た１日当たりの作業量 460tonのため約３割が非管

理区域から発生した廃棄物の側で作業するものと

して、対象物量に応じて以下の通り計算し、その

結果を丸めて選定した。 
 
2,200(ton/y) ÷ 100(ton/d) × 8(h/d) × 0.3 ＝
52.8=>60(h/y) 

60 

作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の労働（軽作

業）時の呼吸量の数値 20L/min を基に算定した。* 
1.2 

埋立作業時の粉塵濃度 g/m3 NUREG/CR-3585 
IAEA-TECDOC-401 5E-4 
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Table 1 埋設処分に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（２／５） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

廃棄物の総量 ton コンクリートの年間最大物量（2,200ton）を 10 年

間搬出するとして設定した。 
22,000 

処分場幅 m 調査した施設では埋立容量が約 240万m3であり、

埋立面積 9.8ha から、処分場深さが 25m、埋立面

積を正方形と仮定すると埋設処分場の大きさは

310m×310m と想定される。 
また、多重遮水構造であることから地下水移行の

影響は小さいと考えられる。 
このため、「放射線障害防止法に規定するクリア

ランスレベルについて」で検討された最大規模の

200m×200m×10m を設定した。 

200 
処分場長さ m 200 

処分場深さ m 10 

処分場嵩密度 g/cm3 IAEA-TECDOC-401 2.0 

農作物の年間

摂取量（成人） 

米 kg/y 
「平成 8 年版国民栄養の現状」（厚生省保健医療

局健康増進栄養課監修、第一出版(株)、1996 年）
7) 

71 
葉菜 kg/y 12 
非葉菜 kg/y 45 
果実 kg/y 22 

農作物の年間

摂取量（子ど

も） 

米 kg/y 
「平成 9 年版国民栄養の現状」（厚生省保健医療

局健康増進栄養課監修、第一出版(株)、1997 年）
8) 

25 
葉菜 kg/y 5 
非葉菜 kg/y 23 
果実 kg/y 22 

農作物の市場係数 ― 自給自足を考慮して、最も保守的に選定した。 1 

農作物の輸送時間 d 保守的に、生産された農作物を直ちに消費する人

を評価対象とした。 
0 

放射性核種を含む飼料

の混合割合 ― 保守的に、放射性核種を含む飼料のみで家畜を飼

育するとした。 
1 

家畜の飼料摂

取量 

肉牛 kg-dry/d 

IAEA-TRS-No.364 9) 

7.2 
乳牛 kg-dry/d 16.1 
豚 kg-dry/d 2.4 
鶏 kg-dry/d 0.07 

畜産物の年間

摂取量（成人） 

牛肉 kg/y 

「平成 8 年版国民栄養の現状」（厚生省保健医療

局健康増進栄養課監修、第一出版(株)、1996 年） 

8 
豚肉 kg/y 9 
鶏肉 kg/y 7 
鶏卵 kg/y 16 
牛乳 L/y 44 

畜産物の年間

摂取量（子ど

も） 

牛肉 kg/y 

「平成 9 年版国民栄養の現状」（厚生省保健医療

局健康増進栄養課監修、第一出版(株)、1997 年） 

3 
豚肉 kg/y 4 
鶏肉 kg/y 5 
鶏卵 kg/y 10 
牛乳 L/y 29 

畜産物の市場係数 ― 自給自足を考慮して、最も保守的に選定した。 1 

畜産物の輸送時間 d 保守的に、生産された畜産物を直ちに消費する人

を評価対象とした。 
0 

処分場閉鎖後から評価

時点までの期間 
y IAEA-TECDOC-401 10 
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Table 1 埋設処分に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（３／５） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

覆土厚さ m 

産業廃棄物の最終処分場に関する技術上の基準

が、「埋設処分が終了した埋立地は、その表面を

土砂でおおむね 50cm 覆う等の措置を講ずること

により開口部を閉鎖すること」としていることに

基づき選定した。 

0.5 

建設掘削深さ m IAEA-TECDOC-401 3 
建設作業時における遮

へい係数 ― IAEA-TECDOC-401 0.5 

建設作業による年間作

業時間 
h/y IAEA-TECDOC-401 500 

建設作業時の粉塵濃度 g/m3 IAEA-TECDOC-401 5E-4 

建設作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の労働（軽作

業）時の呼吸量の数値 20L/min を基に算定した。 
1.2 

粉塵の経口摂取率 g/h IAEA S.S. No.111-P-1.1 0.01 

年間居住時間 h/y 保守的に、1 年間絶えず処分場の跡地で居住して

いるとした。 
8760 

居住時の遮へい係数 ― IAEA-TECDOC-401 0.2 
居住時の粉塵濃度 g/m3 IAEA-TECDOC-401 6E-6 

居住者の呼吸量（成人） m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の 1 日の呼吸

量の数値 2.3×104 (L/d)を基に算定した。 
0.96 

居住者の呼吸量（子ど

も） 
m3/h IAEA Safety Report Series No.44 0.22 

直接経口摂取率（子ど

も） 
g/h NCRP Report No.129 10) 0.02 

年間被ばく時間（子ど

も） 
h/y 屋外滞在中のみ手等に土壌が付着しているとし、

その間の直接経口摂取を考慮した。 
1752 

農耕作業時における年

間作業時間 
h/y 「日本の統計」（総務庁統計局編）11)から 2009 年

のデータ 
500 

農耕作業時の遮へい係

数 ― 保守的に遮へいを考慮しない。 1 

耕作深さ m 耕作深さは一般的に数 10cm 程度までであること

から、保守的に 1.0ｍと選定した。 
1.0 

農耕作業時の粉塵濃度 g/m3 建設作業者と同一の値を使用した。 5E-4 

農耕作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の労働（軽作

業）時の呼吸量の数値 20L/min を基に算出した。 
1.2 

牧畜作業における年間

作業時間 
h/y 農耕作業時の年間作業時間と同じとした。 500 

牧畜作業時の遮へい係

数 ― 保守的に遮へいを考慮しない。 1 

牧畜作業時の粉塵濃度 g/m3 建設作業者と同一の値を使用した。 5E-4 

牧畜作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の労働（軽作

業）時の呼吸量の数値 20L/min を基に選定した。 
1.2 

微粒子への放射性物質

の濃縮係数（吸入摂取） ― IAEA Safety Report Series No.44 4 

根からの吸収割合 ― 保守的に選定した。 0.1 
浸透水量（廃棄物処分

場、耕作地土壌） 
m/y 「地下水ハンドブック」（地下水ハンドブック編

集委員会編、(株)建設産業調査会、1979 年）12) 
0.4 

帯水層厚さ m IAEA-TECDOC-401 3 
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Table 1 埋設処分に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（４／５） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

地下水流速（ダルシー

流速） 
m/d 「新版地下水調査法」（山本 荘毅、(株)古院書

院、1983 年）13) 
1 

帯水層空隙率 ― 「水理公式集」（土木学会水理公式集改訂委員会、

土木学会、1971 年）14) 
0.3 

帯水層土壌密度 g/cm3 「土質工学ハンドブック」（土質工学会編、1982
年）15) 

2.6 

地下水流方向の分散長 m 保守的に選定した。 0 
ｘ方向の分散係数 m2/y 保守的に選定した。 0 
処分場下流端から井戸

までの距離 
m 保守的に選定した。 0 

井戸水の混合割合 ― 「地下水ハンドブック」（地下水ハンドブック編

集委員会編、(株)建設産業調査会、1979 年） 
0.33 

人の年間飲料水 
摂取量（成人） 

m3/y ICRP Publ.23 の標準人の値を参考に、１日の摂取

量を 1.65L として算出した。 
0.61 

人の年間飲料水 
摂取量（子ども） 

m3/y IAEA Safety Report Series No.44 0.1 

灌漑水量（畑、牧草地） m3/m2/y 

「日本の農業用水」（農業水利研究会編、(株)地
球社、1980 年）16)に示された畑地に対する平均単

位用水量 4mm/d と年間灌漑日数 300日程度に基づ

いて選定した。 

1.2 

土壌水分飽和度（畑、

牧草地） ― JAEA 原科研敷地内（砂層）における測定結果よ

り選定した。 
0.2 

土壌実効表面密度 kg/m2 U.S.NRC Regulatory Guide 1.10917) 240 

灌漑土壌真密度 g/cm3 「土質工学ハンドブック」に示された砂の粒子密

度を基に選定した。 
2.60 

実効土壌深さ cm U.S.NRC Regulatory Guide 1.109 15 
放射性核種の土壌残留

係数 ― 保守的に、全ての灌漑水中の放射性核種が土壌に

残留するものとした。 
1 

灌漑土壌空隙率 ― 「水理公式集」（土木学会水理公式集改訂委員会、

土木学会、1971 年） 
0.3 

農耕時における年間作

業時間 
h/y 跡地利用シナリオの農耕作業の時間と同一に選定

した。 
500 

農耕時の遮へい係数 ― 保守的に遮へいを考慮しない。 1 
農耕時の粉塵濃度 g/m3 農耕作業時の粉塵濃度と同一にした。 5E-4 

農耕作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の労働（軽作

業）時の呼吸量の数値 20L/min を算出した。 
1.2 

牧畜時における年間作

業時間 
h/y 跡地利用シナリオの牧畜作業と同一に選定した。 500 

牧畜時作業時の遮へい

係数 ― 保守的に遮へいを考慮しない。 1 

牧畜時作業時の粉塵濃

度 
g/m3 農耕作業時の粉塵濃度と同一にした。 5E-4 

牧畜作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の労働（軽作

業）時の呼吸量の数値 20L/min を基に算出した。 
1.2 

灌漑水量（田） m3/m2/y 

「日本の農業用水」（農業水利研究会、(株)地球

社、1980 年）に示された水田に対する平均単位用

水量 24mm/d と水田の年間湛水期間 100 日程度に

基づいて選定した。 

2.4 
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Table 1 埋設処分に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（５／５） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

土壌水分飽和度（田） ― 田の土壌水分飽和度は、水田を想定しており、1
と選定した。 

1 

農作物（葉菜、牧草）

の栽培密度 
kg/m2 

「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対

する評価指針」（原子力安全委員会、平成元年 3
月 27 日）18) 

2.3 

放射性核種の農作物

（葉菜、牧草）表面へ

の沈着割合 
― 保守的に全ての放射性核種が、農作物表面へ沈着

するとした。 
1 

灌漑水年間生育期間 d 
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一

般公衆の線量当量評価について」19)に示された葉

菜に関する栽培期間の値(60d/y)を使用した。 
60 

weathering 効果による

植物表面沈着放射性核

種の除去係数 
1/y 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価における一

般公衆の線量当量評価について」に基づき、

weathering half-life を 14 日として計算した。 
18.08 

家畜の飼育水

摂取量 

肉牛 L/d 

PNL-3209 20) 

50 
乳牛 L/d 60 
豚 L/d 10 
鶏 L/d 0.3 

養殖淡水産物（魚類）

の年間摂取量（成人） 
kg/y 

「日本の統計 1997 年版」21)に記載されている平成

6 年の内水面養殖業の生産量の内、魚類の生産量

の合計値 76,579tonを人口 1億 2千万人で除して算

出した。 

0.7 

養殖淡水産物（魚類）

の年間摂取量（子ども） 
kg/y 

全年齢の魚介類合計摂取量の平均値(96.9g/日)と
1-6 歳の平均値(45.7g/日)の比 (0.47)を成人の年間

摂取量 0.7kg/年に乗じた 0.33kg/年を算出した。 
0.33 

養殖淡水産物の地下水

利用率 ― 
「日本の水資源（平成 19 年版）」（国土庁長官官

房水資源部編、大蔵省印刷局、2008 年）22)より算

出した。 
0.25 

養殖淡水産物の市場係

数 ― 自給自足を考慮して、最も保守的に選定した。 1 

養殖淡水産物の輸送時

間 
d 保守的に、養殖された淡水産物を直ちに消費する

人を評価対象とした。 
0 
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Table 2 再利用に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（１／４） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

再利用される金属中の

「非管理区域対象物」
割合（積み下ろし作業、

運搬作業） 

－ 非管理区域の廃棄物であり混合は想定できないた

め 1 に設定した 
1 

遮へい係数 
（運搬作業者以外） － NUREG/CR-0134 1 

作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の労働（軽作

業）時の呼吸量の数値 20L/min を基に算定した。 
1.2 

年間作業時間 
（積み下ろし作業者） 

h/y 

調査した施設での施設概要によれば、溶融処理施

設の規模として 145ton/日とある。金属の物量

2,200ton について以下の通り計算し、その結果を

丸めて選定した。 
2,200(ton/y)÷145(ton/d)×8(h/d)＝121=>130(h/y) 

130 

作業時の粉塵濃度 g/m3 IAEA S.S. No.111-P-1.1 5E-4 
微粒子への放射性物質

の濃縮係数（吸入摂取） － IAEA Safety Report Series No.44 4 

遮へい係数 
（運搬作業者） － NUREG/CR-0134 0.9 

年間作業時間 
（運搬作業者） 

h/y 

調査した施設での施設概要によれば、溶融処理施

設の規模として 145ton/日とある。金属の物量

2,200ton について以下の通り計算し、その結果を

丸めて選定した。 
2,200(ton/y)÷145(ton/d)×8(h/d)＝121=>130(h/y) 

130 

再利用される金属中の

「非管理区域対象物」

割合（積み下ろし、運

搬作業以外） 

－ 

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23
の年間処理量の平均は 30,000ton となるため、以下

の通り計算し、その結果を丸めて選定した。 
金属の物量 2,200ton÷30,000ton＝0.073=>0.1 

0.1 

市場係数 － 保守的に、市場で他の多量のスクラップと混合す

ることを考慮せず、1 と選定した。 
1 

年間作業時間 
（前処理、溶融鋳造、

製品加工） 
h/y 

１日８時間労働で、週５日、年間 50 週働くものと

し、このうち半分の時間を対象物の側で作業する

ものとした。 
1000 

スラグ作業時の粉塵濃

度 
g/m3 IAEA S.S. No.111-P-1.1 1E-3 

年間作業時間 
（スラグ処理） 

h/y IAEA S.S. No.111-P-1.1 200 

溶融に伴うスラグへの

濃縮比 
－ IAEA S.S. No.111-P-1.1 10 

作業場周辺空気中居住

粉塵濃度 
g/m3 

戸外及び戸内におけるダスト濃度（戸外：1E-4
（g/m3）及び戸内：5E-6（g/m3））より、居住者

が居住時間の 20％を戸外で過ごすと仮定し、重

みを付けて平均した。 

2.4E-5 

作業場周辺空気中粉塵

濃度 
g/m3 

環境基本法第 16 条の規定に基づき定められた

「大気環境基準」において、浮遊粒子状物質の濃

度は 0.1mg/m3 以下（1 時間値の 1 日平均値）と規

定されており、これに基づき選定した。 

1E-4 
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Table 2 再利用に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（２／４） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

溶融に伴う粉塵への濃

縮比 － IAEA S.S.No.111-P-1.1 200 

年間居住時間 
（周辺居住者） 

h/y 保守的に、1 年間絶えずスクラップ作業場周辺で

居住しているとした。 
8760 

居住者の呼吸量（成人） m3/h ICRP Publ.23 で示されている標準人の 1 日の呼吸

量の数値 2.3×104(L/d)を基に選定した。 
0.96 

居住者の呼吸量（子ど

も） 
m3/h 

IAEA Safety Report Series No.44 に示された 1～2
歳の居住者の呼吸率として示されている値を採

用した。 
0.22 

沈着速度 m/y 

「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量当量評価について」（原子力安全

委員会、平成元年 3 月 27 日）において示された

値（1cm/s）を基に選定した。 

3.15E+5 

粉塵の地表面への沈着

割合 － 保守的に選定した。 1 

沈着した放射性核種の

うち残存する割合 － 
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量当量評価について」に示された値

を使用した。 
0.5 

放射性核種の放出期間 y 

原子炉クリアランス評価では、原子炉解体の標準

工程によると、解体撤去作業期間は約 3～4 年と

されていることから、保守的に、廃止措置に伴っ

て発生したスクラップの処理作業に 5 年を要す

るものとした。非管理区域における再利用を想定

する廃棄物の搬出作業を５年と仮定した。 

5 

土壌実効表面密度 kg/m2 U.S.NRC Regulatory Guide 1.109 240 
農作物（葉菜）の栽培

密度 
kg/m2 「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に

対する評価指針」に示された値を使用した。 
2.3 

放射性核種の農作物

（葉菜）表面への沈着

割合 
－ 保守的に全ての放射性核種が、農作物表面へ沈着

するとした。 
1 

農作物（葉菜）の生育

期間 
d 

「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量当量評価について」に示された葉

菜に関する栽培期間の値を使用した。 
60 

weathering 効果による

植物表面沈着放射性核

種の除去係数 
1/y 

「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量当量評価について」に基づき、

weathering half-life を 14 日として計算した。 
18.08 

農作物（葉菜）栽培期

間年間比 － 「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に

対する評価指針」に示された値を採用した。 
0.5 

調理前洗浄等による粒

子状物質の残留比 － 
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量当量評価について」に示された値

を採用した。 
1 

農作物（葉菜）の年間

摂取量（成人） 
kg/y 「平成 8 年版国民栄養の現状」（厚生省保健医療

局健康増進栄養課監修、第一出版(株)、1996 年） 
12 

農作物（葉菜）の年間

摂取量（子ども） 
kg/y 「平成 9 年版国民栄養の現状」（厚生省保健医療

局健康増進栄養課監修、第一出版(株)、1997 年） 
5 

農作物の市場係数 － 自給自足を考慮して、最も保守的に選定した。 1 
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Table 2 再利用に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（３／４） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

農作物の輸送時間 d 保守的に、生産された農作物を直ちに消費する人

を評価対象とした。 
0 

搬出後から再利用され

るまでの期間 
y 保守的に 1 年に選定した。 1 

年間使用時間 
冷蔵庫 h/y IAEA S.S. No.111-P-1.1 1000 
ベッド h/y 8 時間×365 日＝2920 h/y を基に選定した。 3000 

鉄の腐食速度 cm/h IAEA S.S. No.111-P-1.1 1.5E-6 
フライパンの面積 cm2 IAEA S.S. No.111-P-1.1 707 
フライパンを使用した

年間調理時間 
h/y IAEA S.S. No.111-P-1.1 180 

鉄の密度 g/cm3 純鉄の物性値。 7.86 
年間居住時間 
（鉄筋） 

h/y IAEA S.S. No.111-P-1.1 6000 

年間使用時間 

トラッ

ク 
h/y 年間就業時間 2000 時間の半分を再利用製品の側

ですごすと仮定して選定した。 
1000 

オート

バイ 
h/y 年間就業時間 2000 時間の半分を再利用製品の側

ですごすと仮定して選定した。 
1000 

船舶 h/y 年間就業時間 2000 時間のうち、半分を船室で作

業すると仮定して選定した。 
1000 

机 h/y 年間就業時間 2000 時間の半分を再利用製品の側

ですごすと仮定して選定した。 
1000 

NC 旋

盤 
h/y 年間就業時間 2000 時間の半分を再利用製品の側

ですごすと仮定して選定した。 
1000 

アスファルトへのスラ

グ混入割合 － 

アスファルト舗装駐車場へのスラグの混入割合

については、「アスファルト舗装要綱」23)より最

大 50％と想定されるが、アスファルト舗装に使

用される粗骨材全てが「非管理区域対象物」に起

因することは想定しにくいことから 0.25 と選定

した。 

0.25 

年間作業時間 
（駐車場） 

h/y 年間労働時間のうち、半分の時間を駐車場で作業

すると仮定して選定した。 
1000 

再利用されるコンクリ

ート中の「非管理区域

対象物」割合 
－ 

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23
の年間処理量の平均は 30,000ton となるため、以

下の通り計算し、その結果を丸めて選定した。 
コンクリートの物量 2,200ton ÷ 30,000ton ＝
0.073=>0.1 

0.1 

市場係数（再生粗骨材、

コンクリート塊） － 保守的に、市場で他の多量のスクラップと混合す

ることを考慮せず、1 と選定した。 
1 

年間作業時間 
（コンクリート処理） 

h/y 年間就業時間 2,000 時間の半分を再利用製品の側

ですごすと仮定して選定した。 
1000 

粗骨材使用量 g/cm3 「コンクリート工学ハンドブック」24)より選定し

た。 
1 

再生粗骨材使用割合 － 「再生粗骨材を用いるコンクリートの基準（案）」
25)を基に選定した。 

0.15 

建築材密度 g/cm3 「コンクリート工学ハンドブック」を基に選定し

た。 
2.3 

 
 



JAEA-Technology 2013-033 

- 75 - 

Table 2 再利用に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（４／４） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

年間居住時間 
（壁材） 

h/y IAEA S.S. No.111-P-1.1 6000 

アスファルトへのコン

クリートの混入割合 － 

アスファルト舗装駐車場へのスラグの混入割合

については、「アスファルト舗装要綱」より最大

50％と想定されるが、アスファルト舗装に使用さ

れる粗骨材全てが「非管理区域対象物」に起因す

ることは想定しにくいことから 0.25 と選定した。 

0.25 

皮膚に堆積した粉塵の

厚み 
cm IAEA Safety Report Series No.44 0.01 

皮膚に堆積した粉塵の

密度（スラグ作業を除

く金属再利用処理） 
g/cm3 鉄の密度（理科年表 2006）26) 7.8 

皮膚に堆積した粉塵の

密度（金属再利用処理 
スラグ作業） 

g/cm3 IAEA S.S. No.111-P-1.1 2.7 

皮膚に堆積した粉塵の

密度（コンクリート再

利用処理） 
g/cm3 「コンクリート工学ハンドブック」（岡田清等編、

（株）朝倉書店、1981 年）27) 
2.3 

微粒子への放射性物質

の濃縮係数（皮膚被ば

く） 
－ IAEA Safety Report Series No.44 2 

微粒子への放射性物質

の濃縮係数（経口摂取） － IAEA Safety Report Series No.44 2 

粉塵の経口摂取率 g/h IAEA S.S. No.111-P-1.1 0.01 
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Table 3 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（１／８） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

廃棄物中に占められる

「非管理区域対象物」

の割合 
― 

施設の特性上、廃棄時の「放射性廃棄物でない廃

棄物」との混合は想定できないため、1 に設定し

た。 
1 

可燃物等（線源）の寸

法 
m 

形状・寸法は、可燃物等（線源）の密度 0.35 g/cm3

と重量 5ton から設定。評価点は、5m×1.5m の面

の表面から 1m とした。 

長さ：5 
幅：2 

高さ：1.5 
外部被ばくに対する遮

へい係数（積み下ろし

作業者） 
― 遮へい効果が無いとして設定した。 1 

年間作業時間 
（積み下ろし作業者） 

h/y 

23 区部の清掃車車種別積載基準値によれば、

8m3、4ton 車の可燃ごみの積載基準値は 2.4～
2.7ton となっている。今後は、運搬効率を改善す

る観点から車両の大型化（10ton 車クラス）が図

られるので、積載基準値を基に保守的に 5ton に

設定した。 
「廃棄物ハンドブック」28)の収集作業現場での作

業時間の例である 20 分から、余裕を見て一日 30
分作業するとした。 
可燃物の発生量 2,200ton について以下の通り計

算し、その結果を丸めて選定した。 
2,200（ton/y）÷5（ton/day）×0.5（h/day） 
＝220（h/y） 

なお、調査した運送会社では通常 8ton 車を

運用している。 

220 

作業時の空気中粉塵濃

度（可燃物の積み下ろ

し作業者、溶融炉の補

修作業者） 

g/m3 NUREG/CR-3585 及び IAEA- TECDOC-401 5E-4 

吸入する粉塵への濃縮

係数 ― IAEA Safety Report Series No. 44 4 

作業者の呼吸量 m3/h ICRP Publ. 23 1.2 
直接経口摂取における

濃縮係数 ― IAEA Safety Report Series No. 44 2 

汚染物質の摂取率 g/h IAEA S. S. No.111-P-1.1 0.01 
皮膚に堆積した粉塵の

厚さ 
cm IAEA Safety Report Series No. 44 0.01 

皮膚被ばく経路におけ

る濃縮係数 ― IAEA Safety Report Series No. 44 2 

皮膚に堆積した粉塵の

密度 
g/cm3 IAEA-TECDOC-401 2 

外部被ばくに対する遮

へい係数（運搬作業者） ― 鉄板 3mm による遮へいを想定した場合の Co-60
の遮へい係数を基に設定。 

0.9 
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Table 3 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（２／８） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

年間作業時間 
（運搬作業者） 

h/y 

23 区部の清掃車車種別積載基準値によれば、

8m3、4ton 車の可燃ごみの積載基準値は 2.4～
2.7ton となっている。今後は、運搬効率を改善す

る観点から車両の大型化（10ton 車クラス）が図

られるので、積載基準値を基に保守的に 5ton に

設定した。 
発生施設から調査した施設までの直線距離

26.5km から 30km、収集車の運搬速度 20km/h か

ら、一回あたりの輸送時間は 1.5 時間となる。 
可燃物の発生量 2,200ton について以下の通り計

算し、その結果を丸めて選定した。 
2,200（ton/y）÷5（ton/day）×1.5（h/day） 
＝660（h/y）=>700（h/y） 

700 

核種が排気に移行する

割合 ― IAEA-TECDOC-401, EUR-16198 29) 元素 
依存 

１年間に焼却処理され

る「非管理区域対象物」

の重量 
kg 可燃物の発生量 2,200ton より設定した。 2.2E6 

焼却炉壁に付着する割

合 ― 

焼却処理施設を対象に現地調査を実施したとこ

ろ、焼却炉壁への焼却灰の付着量はほとんどない

設備から最大で 7ton の設備まであり、調査した

焼却炉の壁面に付着する割合は年間の焼却灰生

成量に対して 0％～0.093％であった。この結果に

基づいて、焼却炉壁に付着する割合は、裕度を持

たせて 0.1％であることから、選定値を 0.001 と

した。 

0.001 

焼却炉壁の表面積 m2 

「ごみ焼却施設台帳[全連続燃焼方式編]平成 10
年度版」30)によれば、全連続燃焼方式の焼却炉の

能力の全国平均値は約 115ton/日であるので、焼

却炉の処理能力を 100ton/日とし、燃焼工学ハン

ドブックに示された焼却炉容積の計算式に基づ

き設定。 

40 

外部被ばくに対する遮

へい係数（焼却炉壁の

補修作業者） 
― 遮へい効果が無いとして設定した。 1 
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Table 3 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（３／８） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

年間作業時間（焼却炉

壁の補修作業者） 
h/y 

焼却処理施設に関する現地調査を実施したとこ

ろ、焼却炉の補修作業の実態については、以下の

通りであった。 
①年間の点検・補修回数は、一つの焼却炉につき

最大で 7 回程度であった。 
②7 回のうち 6 回は軽微な補修作業のため 2 日程

度、残りの 1 回は全面的な補修で 14 日程度で

あった。 
③1 回あたりの作業時間は最大で 5 時間程度であ

った。 
上記②の軽微な補修作業及び全面的な補修作

業については、補修の準備・整理作業として炉の

冷却作業、保温材撤去、撤去した耐火物の整理等

焼却炉周りの準備作業を含めて、保守的に作業日

数を設定する。軽微な補修作業については 1 回当

たり 5 日とし、全面的な補修は 24 日とすると、

年間作業時間は、 
｛6×5(日)＋24(日)｝×5(h/日)＝270(h) 
となる。この値から裕度をもって 300(h)と設定し

た。 

300 

作業時の空気中粉塵濃

度（焼却炉の補修作業

者） 
g/m3 IAEA-TECDOC-401 1E-3 

焼却処理に伴う廃棄物

の減重比 ― 

環境省の統計データ｢産業廃棄物の排出及び処

理状況（平成 14 年度～平成 18 年度）｣31)より、

当該 5 年間について、各年の産業廃棄物の中間処

理量と処理残渣量から減重比を求め、5 年間の平

均を計算すると 2.35 となった。また、環境省の

統計データ「日本の廃棄物処理 平成 18 年度版」
32)より、平成 14 年度から平成 18 年度の 5 年間に

ついて、各年のごみの直接焼却量と焼却残渣量か

ら減重比を求め、5 年間の平均を計算すると 8.11
となった 
 減重比については、ばらつきが大きいが、焼却

炉内の濃縮が大きい値 8.11 を採用し、さらに裕

度をもって 10 とした。 

10 

焼却炉での他の廃棄物

との混合割合 ― 

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23
の年間処理量の平均は 30,000ton となる。 
可燃物の発生量 2,200ton について以下の通り計

算し、その結果を丸めて選定した。 
2,200(ton/y)÷30,000(ton/y)＝0.073=>0.1 

0.1 

焼却炉壁に付着した焼

却灰（線源）の寸法 
m 

・「燃焼工学ハンドブック」33)のロータリキルン

炉の容積 26 m3 から設定。 
・直径 2m、長さ 7.5m の円筒内面に厚さ 2cm の

焼却灰が付着しているとし、評価点は円筒の中心

に設定した。 

内径：2 
長さ：7.5 
厚さ：0.02 

大気中での分散係数 s/m3 EUR-16198 に示された煙突高さ 60m 及び風速

5m/s における拡散係数を使用。 
5E-6 
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Table 3 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（４／８） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

焼却処理能力 g/s 

「ごみ焼却施設台帳[全連続燃焼方式編]平成 10
年度版」によれば、全連続燃焼方式の焼却炉の能

力の全国平均値は約 115ton/日であるので、焼却

処理施設の処理能力を 100ton/日とし、1 日の稼働

時間を 24 時間として設定した。 

1.2E3 

居住時における遮へい

係数 ― 

IAEA-TECDOC-401を参考に居住者は居住時間の

20%を戸外で過ごすと仮定し、その間は遮へいを

考慮しないが、屋内にいる間は建物により完全に

遮へいされるとした。 

0.2 

年間居住時間 h/y 24 時間 365 日滞在したと設定した。 8760 
吸入する粉塵への濃縮

係数 ― IAEA Safety Report Series No. 44 4 

周辺居住者の呼吸量

（成人） 
m3/h ICRP Publ. 23 0.96 

周辺居住者の呼吸量

（子ども） 
m3/h IAEA Safety Report Series No. 44 0.22 

沈着速度 m/y 
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量評価について」に示された値を基

に設定した。 
3.15E5 

粉塵の地表面への沈着

割合 ― 全て沈着すると設定した。 1 

沈着した核種のうち残

存する割合 ― 全て残存すると設定した。 1 

核種の放出期間 y 焼却処理場の操業期間を 50 年と想定し、そのう

ちの半分の期間、廃棄が放出されるものとした。 
25 

土壌実効表面密度 kg/m2 U.S. NRC Regulatory Guide 1.109 240 
核種の農作物表面への

沈着割合 
― 全て沈着すると設定した。 1 

農作物の栽培密度 kg/m2 
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量評価について」に示された値を基

に設定した。 
2.3 

weathering 効果による

植物表面沈着核種の除

去係数 
y-1 

「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量評価について」に示された値を基

に設定した。 
18.08 

農作物の生育期間 y 
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量評価について」に示された値（60
日）を基に設定した。 

0.164 

農作物の栽培期間年間

比 ― 
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における

一般公衆の線量評価について」に示された値を基

に設定した。 
0.5 

調理前洗浄等による粒

子状物質の残留比 ― 全て残留するとして設定した。 1 

農作物（葉菜）の年間

摂取量（成人） 
kg/y 「平成 8 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
12 

農作物（葉菜）の年間

摂取量（子ども） 
kg/y 「平成 9 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
5 

農作物（葉菜）の市場

係数 ― 全て汚染した葉菜を摂取すると設定した。 1 
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Table 3 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（５／８） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

農作物の輸送時間 d 収穫直後に消費されるとした。 0 
核種を含む飼料の混合

割合 ― 汚染した飼料のみで飼育されるとした。 1 

肉牛の飼料摂取量 kg-dry/d IAEA-TRS-No.364 7.2 
乳牛の飼料摂取量 kg-dry/d IAEA-TRS-No.364 16.1 
豚の飼料摂取量 kg-dry/d IAEA-TRS-No.364 2.4 
鶏の飼料摂取量 kg-dry/d IAEA-TRS-No.364 0.07 

牛肉の摂取量（成人） kg/y 「平成 8 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
8 

牛乳の摂取量（成人） L/y 「平成 8 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
44 

豚肉の摂取量（成人） kg/y 「平成 8 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
9 

鶏肉の摂取量（成人） kg/y 「平成 8 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
7 

鶏卵の摂取量（成人） kg/y 「平成 8 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
16 

牛肉の摂取量（子ども） kg/y 「平成 9 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
3 

牛乳の摂取量（子ども） L/y 「平成 9 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
29 

豚肉の摂取量（子ども） kg/y 「平成 9 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
4 

鶏肉の摂取量（子ども） kg/y 「平成 9 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
5 

鶏卵の摂取量（子ども） kg/y 「平成 9 年版国民栄養の現状」に示された値に基

づき選定した。 
10 

畜産物の市場係数 ― 自給自足を考慮して、最も保守的に選定した。 1 
畜産物の輸送時間 d 生産された畜産物を直ちに消費するとした。 0 
焼却灰（線源）の重量

（焼却灰の積み下ろ

し、運搬） 
ton 

調査結果から焼却処理能力が 100ton/日×2 基で

運転している施設で 10ton 車を使用していること

から。 
10 

焼却灰（線源）の寸法

（焼却灰の積み下ろ

し、運搬） 
m 

形状・寸法は、焼却灰（線源）の密度 0.65 g/cm3、

重量 10ton から設定し、評価点は、焼却灰の積み

下ろし作業者の場合、5 m×1.5 m の面の表面から

1m、焼却灰の運搬作業者の場合、2 m×1.5 m の

面の表面から 1m とした。 
※外部被ばく線量換算係数の計算条件 

長さ：5 
幅：2 

高さ：1.5 

外部被ばくに対する遮

へい係数（焼却灰の積

み下ろし作業者） 
― 

IAEA-TECDOC-401に示された焼却灰取扱時にお

ける遮へい条件（6.4 mm の鉄）を基に、保守側

に Co-60 に対する遮へい係数より設定した。 
0.8 
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Table 3 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（６／８） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

年間作業時間（焼却灰

の積み下ろし作業者） 
h/y 

・国土交通省土木工事積算基準に示された標準作

業量を参考に１日当たりの作業量を 100ton、１日

8 時間労働、うち半分の時間を「非管理区域対象

物」の側で作業するものとした。 
・年間に発生する可燃物 33,000 ton、減重比 10 か

ら算出し、余裕をみて設定した。 
(33,000(ton/y)÷10)÷100(ton/d)×8(h/d)×0.5 
=132 (h/y) 
132(h/y)に裕度を持たせて 150(h/y)とした。 

150 

外部被ばくに対する遮

へい係数（焼却灰の運

搬作業者） 
― 鉄板 3mm による遮へいを想定した場合の Co-60

の遮へい係数を基に設定した。 
0.9 

年間作業時間（焼却灰

の運搬作業者） 
h/y 

・国土交通省土木工事積算基準に示された標準作

業量を参考に１日当たりの作業量を 100ton、１日

8 時間労働、うち半分の時間を「非管理区域対象

物」の側で作業するものとした。 
・年間に発生する可燃物 33,000 ton、減重比 10 か

ら算出し、余裕をみて設定した。 
(33,000(ton/y)÷10)÷100(ton/d)×8(h/d)×0.5 
=132 (h/y) 
132(h/y)に裕度を持たせて 150(h/y)とした。 

150 

外部被ばくに対する遮

へい係数（焼却灰の埋

立作業者） 
― 

IAEA-TECDOC-401に示された重機による遮へい

係数（鉄板 2cm）を考慮し、保守側に Co-60 に対

する遮へい係数より設定した。 
0.4 

年間作業時間（焼却灰

の埋立作業者） 
h/y 積み下ろし作業及び運搬作業と同じとした。 150 

作業時の空気中粉塵濃

度（焼却炉の補修作業

者） 
g/m3 IAEA-TECDOC-401 1E-3 

外部被ばくに対する遮

へい係数（溶融炉の補

修作業者） 
― 遮へい効果が無いとして設定した。 1 

溶融固化物（線源）の

密度 
g/cm3 現地調査結果から設定した。 2 

炉内の溶融固化物（線

源）の寸法 
cm 

溶融処理施設に関する現地調査を実施したとこ

ろ、溶融固化物の付着・残留状況等は、以下のと

おりとなった。 
○溶融固化物は溶融炉底部に平面状に残留 
○炉底部の直径は 280(cm)が最大 
○単位面積当たりの重量は最大で 0.25(ton/m2)程
度 
○溶融固化物の密度は約 2(ton/m3) 
 以上の調査結果から、 
○平面円の直径は 280(cm) 
○溶融残留物の厚さは、 
0.25 (ton/m2)÷2(ton/m3) = 0.125(m)＝12.5(cm) 
を採用した。 

280Φ×
12.5H 
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Table 3 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（７／８） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

年間作業時間（溶融炉

の補修作業者） 
h/y 

現地調査結果から、溶融物残渣の除去及び耐火物

の交換作業合計 40 日、1 日 5 時間として設定し

た。 
200 

溶融炉での他の焼却灰

との混合割合 ― 
焼却処理施設で発生した焼却灰が他の焼却灰と

混合しないでそのまま溶融炉に送られるとして

設定した。 
1 

溶融処理に伴う廃棄物

の減重比 ― 溶融処理では重量に変化はないものとして設定

した。 
1 

溶融処理能力 g/s 

溶融処理施設に関する現地調査の結果、施設にお

ける１日の溶融炉の処理容量は、12ton/日から

31ton/日の範囲であったため、処理容量を 30ton/
日、1 日の連続運転を 24 時間とした。 
3×107(g/d)÷(24(h/d)×3,600(s/h))＝347.2(g/s) 
347.2(g/s)に裕度を持たせて 350(g/s)に設定した。 

350 

外部被ばくに対する遮

へい係数（溶融固化物

の積み下ろし作業者） 
― 遮へい効果が無いとして設定した。 1 

年間作業時間（溶融固

化物の積み下ろし作業

者） 
h/y 

・国土交通省土木工事積算基準に示された標準作

業量を参考に１日当たりの作業量を 100ton、１日

8 時間労働、うち半分の時間を「非管理区域対象

物」の側で作業するものとした。 
・年間に発生する溶融固化物 3,300ton 
3,300(ton/y)÷100 (ton/d)×8(h/d)×0.5= 132 (h/y) 
132(h/y)に裕度を持たせて 150(h/y)とした。 

150 

溶融固化物（線源）の

重量（溶融固化物の積

み下ろし作業者） 
ton 

調査結果から焼却処理能力が 100ton/日×2 基で

運転している施設で 10ton 車を使用していること

から設定した。 
10 

溶融固化物（線源）の

寸法（溶融固化物の積

み下ろし作業者） 
m 

形状・寸法は、溶融固化物（線源）の密度 2.0g/cm3、

重量 10ton から設定し、評価点は、5ｍ×0.5ｍの

面の表面から 1ｍとした。 

長さ：5 
幅：2 

高さ：0.5 

外部被ばくに対する遮

へい係数（溶融固化物

の運搬作業者） 
― 鉄板 3mm による遮へいを想定した場合の Co-60

の遮へい係数を基に設定した。 
0.9 

年間作業時間（溶融固

化物の運搬作業者） 
h/y 

・国土交通省土木工事積算基準に示された標準作

業量を参考に１日当たりの作業量を 100ton、１日

8 時間労働、うち半分の時間を「非管理区域対象

物」の側で作業するものとした。 
・年間に発生する溶融固化物 3,300ton 
3,300(ton/y)÷100 (ton/d)×8(h/d)×0.5= 132 (h/y)  
132(h/y)に裕度を持たせて 150(h/y)とした。 

150 

溶融固化物（線源）の

重量（溶融固化物の運

搬作業者） 
ton 

調査結果から焼却処理能力が 100ton/日×2 基で

運転している施設で 10ton 車を使用していること

から設定した。 
10 
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Table 3 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存）（８／８) 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

溶融固化物（線源）の

寸法（溶融固化物の運

搬作業者） 
m 

形状・寸法は、溶融固化物（線源）の密度 2.0g/cm3、

重量 10ton から設定し、評価点は、2ｍ×0.5ｍの

面の表面から 1ｍとした。 

長さ：5 
幅：2 

高さ：0.5 

溶融処理において核種

が排気に移行する割合 ― 

以下の文献を参考にして選定した。これらの文献

にない元素については元素の類似性を考慮して

設定した。 
○｢平成 20 年度放射性廃棄物処分に関する調査

（浅地中処分に関する調査）報告書｣平成 21 年

8 月 独立行政法人 原子力安全基盤機構 34) 
○NUREG-1640(2003) 35) 
なお、以上の方法による設定が困難な元素につい

ては、「焼却処理において核種が排気系に移行す

る割合」と同じとした。 

元素 
依存 

溶融炉での他の焼却灰

との混合割合 ― 
焼却処理施設で発生した焼却灰が他の焼却灰と

混合しないでそのまま溶融炉に送られるとして

設定した。 
1 

溶融処理に伴う廃棄物

の減重比 ― 
溶融処理では重量に変化はないものとして設定

した。 
1 

年間作業時間（溶融固

化物を再利用した駐車

場での作業者） 
h/y 年間労働時間のうち、半分の時間を駐車場で作業

すると仮定して選定した。 
1000 

再利用した溶融固化物

からなる骨材の市場係

数 
― 溶融固化物からなる骨材のみを使用した建材を

使用すると設定した。 
1 

搬出後から再利用され

るまでの時間 
y 保守的に 1 年に選定した。 1 

コンクリートへの溶融

固化物の混合割合 ― 「非管理区域対象物」から発生した溶融固化物が

コンクリートに混合されるとした。 
1 

再生骨材の市場係数 ― 「非管理区域対象物」から製造した再生骨材のみ

が使用されるとした。 
1 

再生骨材使用割合 ― 
「再生粗骨材を用いるコンクリートの基準（案）」

（建設省建築研究所 1986 年 11 月）を基に選定し

た。 
0.15 

建築材料中に占める骨

材の量 
g/cm3 「コンクリート工学ハンドブック」より選定し

た。 
1 

建築材料の密度 g/cm3 「コンクリート工学ハンドブック」を基に選定し

た。 
2.3 

再利用製品年間使用時

間 
h/y IAEA S.S.No.111-P-1.1 6000 

溶融炉での他の焼却灰

との混合割合 ― 
焼却処理施設で発生した焼却灰が他の焼却灰と

混合しないでそのまま溶融炉に送られるとして

設定した。 
1 

溶融処理に伴う廃棄物

の減重比 ― 溶融処理では重量に変化はないものとして設定

した。 
1 

 



JAEA-Technology 2013-033 

- 84 - 

Table 4 焼却処理に関連するパラメータ（核種・元素非依存、焼却灰の搬出） 

パラメータ 単位 選定値根拠 選定値 

年間作業時間（焼却灰

の積み下ろし作業者） 
h/y 調査した施設での施設概要によれば、溶融処理施

設の規模として 145ton/日が記されている。1 日当

たりの作業量を 145ton、1 日 8 時間労働、うち半

分の時間を非管理区域から発生した廃棄物の側

で作業するものとして、対象物量 220ton（可燃物

の発生量 2,200ton、減重比 10）に応じて以下の通

り計算し、その結果を丸めて選定した。 
220(ton/y)÷145(ton/d)×8(h/d)×0.5 
＝6.06＝>7(h/y) 

7 

年間作業時間（焼却灰

の運搬作業者） 
h/y 7 

年間作業時間（焼却灰

の埋立作業者） 
h/y 7 

溶融炉での他の焼却灰

との混合割合 ― 

調査した施設での処理実績によれば、H17～H23
の年間処理量の平均は 30,000tonで減重比 10を考

慮すると焼却灰は年間 3,000ton となる。 
220(ton/y)÷3,000(ton/y)＝0.073＝>0.1 

0.1 

 
 
 

Table 5 元素依存パラメータ 

パラメータ名称 単位 選定値 選定値根拠 

米への移行係数 ― 0.071 IAEA TRS No.364（シリアル） 

葉菜、非葉菜、果実への移行係数 ― 0.057 IAEA TRS No.364（ジャガイモ） 

飼料への移行係数 ― 0.53 IAEA TRS No.364（牧草） 

牛乳への移行係数 d/L 0.0079 IAEA TRS No.364 

牛肉への移行係数 d/kg 0.05 IAEA TRS No.364 

豚肉への移行係数 d/kg 0.24 IAEA TRS No.364 

鶏肉への移行係数 d/kg 10 IAEA TRS No.364 

鶏卵への移行係数 d/kg 0.4 IAEA TRS No.364 

放出系数 ― 0.01 IAEA-TECDOC-401 

帯水層分配係数 mL/g 270 IAEA TRS No.364(砂) 

農耕土壌分配係数 mL/g  IAEA TRS No.364(有機土) 

魚類への濃縮係数 L/kg 2000 IAEA TRS No.364 

インゴットへの移行割合 ― 0.001 IAEA S.S. No.111-P-1.1 

スラグへの移行割合 ― 1 IAEA S.S. No.111-P-1.1 

ダストへの移行割合 ― 1 IAEA S.S. No.111-P-1.1 

排気への移行割合（焼却炉） ― 0.001 IAEA-TECDOC-401 

排気への移行割合（溶融炉） ― 0.53 09 廃輸報－0003 から設定 
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Table 6 核種依存パラメータ 

パラメータ名称 単位 
選定値 

Cs-134 Cs-137 
半減期 y 2.06 30 
作業者の吸入内部被ばく線量係数 Sv/Bq 9.60E-09 6.70E-09 
作業者の経口内部被ばく線量係数 Sv/Bq 1.90E-08 1.30E-08 
一般公衆（成人）の吸入内部被ばく線量係数 Sv/Bq 6.60E-09 4.60E-09 
一般公衆（成人）の経口内部被ばく線量係数 Sv/Bq 1.90E-08 1.30E-08 
一般公衆（子ども）の吸入内部被ばく線量係数 Sv/Bq 7.30E-09 5.40E-09 
一般公衆（子ども）の経口内部被ばく線量係数 Sv/Bq 1.60E-08 1.20E-08 
皮膚被ばく線量換算係数 Sv/h per Bq/cm2 1.91E-06 2.58E-06 
積み下ろし及び運搬作業者 
（埋設処分シナリオ） 

Sv/h per Bq/g 1.21E-07 4.40E-08 

埋立作業者、建設作業者、居住者及び農耕作業者（埋設処

分シナリオ） 
焼却灰埋立作業者、周辺居住者（焼却処理シナリオ） 

Sv/h per Bq/g 4.66E-07 1.69E-07 

積み下ろし作業者（再利用シナリオ） Sv/h per Bq/g 8.95E-09 3.20E-09 
運搬作業者（再利用シナリオ） Sv/h per Bq/g 7.86E-09 2.81E-09 
前処理作業者 Sv/h per Bq/g 2.09E-09 7.48E-10 
溶融鋳造作業者 Sv/h per Bq/g 3.05E-08 1.09E-08 
加工作業者 Sv/h per Bq/g 2.55E-08 9.14E-09 
トラック Sv/h per Bq/g 1.73E-08 6.26E-09 
オートバイ Sv/h per Bq/g 3.26E-08 1.20E-08 
船舶 Sv/h per Bq/g 9.08E-08 3.30E-08 
机 Sv/h per Bq/g 4.41E-08 1.62E-08 
NC 旋盤 Sv/h per Bq/g 9.06E-08 3.27E-08 
駐車場（スラグ再利用及びコンクリート再利用） Sv/h per Bq/g 1.52E-07 5.54E-08 
冷蔵庫 Sv/h per Bq/g 1.01E-08 3.68E-09 
ベッド Sv/h per Bq/g 1.45E-08 5.33E-09 
鉄筋 Sv/h per Bq/g 5.69E-09 2.05E-09 
コンクリート処理作業 Sv/h per Bq/g 5.76E-08 2.09E-08 
壁材等 Sv/h per Bq/g 4.85E-07 1.75E-07 
可燃物積込み及び運搬作業者 Sv/h per Bq/g 1.18E-07 4.31E-08 
焼却炉補修作業者 Sv/h per Bq/cm2 2.36E-08 8.58E-09 
焼却灰積込み作業者 Sv/h per Bq/g 1.47E-07 5.36E-08 
焼却灰運搬作業者 Sv/h per Bq/g 9.74E-08 3.56E-08 
溶融炉補修作業者 Sv/h per Bq/g 9.82E-08 3.57E-08 
溶融固化物積込み作業者 Sv/h per Bq/g 6.30E-08 2.29E-08 
溶融固化物運搬作業者 Sv/h per Bq/g 4.57E-08 1.66E-08 
プルーム Sv/y per Bq/cm3 2.2 0.796 
※ Cs-137 は Ba-137m の寄与を含めている（分岐比：0.946（EPA-402-R-93-081）36)） 
※ 成人の値。子どもの被ばくを想定した評価経路では、成人の線量換算係数を 1.3 倍する。 
※ 選定根拠 

作業者の内部被ばく線量係数 ：ICRP Publ. 68 37) 
一般公衆の内部被ばく線量係数 ：ICRP Publ. 72 38) 
皮膚被ばく線量換算係数 ：IAEA Safety Report Series No.44 (2005).、"Kocher et.al.  
  Health Physics Vol.53 No.2 (1987)." 39)、 
  CEA-R-5441 (1998). 40) 
外部被ばく線量換算係数 ：プルームは、Health Phys. Vol. 45 No.3 pp.665-686 41) 
  他は、QAD-CGGP2R により計算。 
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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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